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１－１．計画の背景と目的 
  

木古内町では、平成 12 年度に木古内町住宅マスタープラン、平成 24 年度に計画期間

を平成 24 年度から令和 4 年度とする「木古内町住生活基本計画」を策定しています。こ

れらの計画は本町における住宅施策の目標、推進方針を定めており、この計画に基づき、

安心・安全な暮らしを実現し、活力を感じるまちを支える住環境の形成に向けて取り組

んできました。 

しかしながら、人口減少や少子高齢化の進展に伴い、世帯数の減少や空き家の増加が

顕在化するなど、地域の生活環境が大きく変化しており、また、町民のライフスタイル、

住まいに対する価値観の多様化などにより、居住実態やニーズにも変化がみられるよう

になってきていることから、こうした環境変化に対応した新たな住宅施策が求められて

います。 

国では、令和 3 年 3 月に住生活基本計画（全国計画）を見直し、北海道においても令

和 4 年 3 月に北海道住生活基本計画を見直しています。 

こうした背景を受け、本計画は、本町において新たな住宅施策の展開について検討、

推進し、良好な住環境の形成をめざしていくために策定します。 

 

１－２．計画期間 
  

本計画は、中長期的な視点から今後の住宅のあり方を総合的にとらえる必要があるこ

とから、令和 5 年度から令和 14 年度までの 10 年間とします。 

なお、計画期間内において、社会情勢の変化などにより計画変更の必要性が生じた場

合は、計画の見直しを行うこととします。 

 

１－３．計画の位置づけ 
  

本計画は、「第 6 次木古内町振興計画」を上位計画とする住宅部門の基本計画であり、

国・北海道の住生活基本計画と整合を図るとともに、各部門の関連計画と連携・整合を

図ります。 

公営住宅等長寿命化計画は、住宅部門の基本計画である「木古内町住生活基本計画」

と、公共施設等のあり方を示す「木古内町公共施設等総合管理計画」を上位計画とする

町営住宅等の活用手法等を定める個別計画となります。 

１．計画の目的 
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図 住生活基本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４．SDGs の達成に向けて 
本計画は、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）※のうち関

連するゴール（ターゲット）を明確にするとともに、目標の達成に向けて取り組みます。 

 

 

連携 整合 
⽊古内町公共施設等 

総合管理計画

 

⽊古内町住⽣活基本計画

連携 

整合 

第 6 次⽊古内町振興計画 

⽊古内町公営住宅等⻑寿命化計画

他部⾨の関連計画 
整合

国︓住⽣活基本計画
（全国計画） 
 

道︓北海道住⽣活 
基本計画 

連携 

整合 

※持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs） 

   2015（平成 27）年９月に国連サミットで採択された 2030（令和 12）年を期限とする国

際目標である。17 のゴール（目標）と 169 のターゲットから構成され、地球上の「誰一人

取り残さない」ことを誓っている。 
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２－１．人口・世帯数の状況 
 

① 人口・世帯数の状況 

  木古内町の人口及び世帯数は、令和 2 年国勢調査によると、総人口は 3,832 人、総世帯

数は 1,871 世帯となっています。人口、世帯数ともに、昭和 60 年から減少を続けていま

す。 

平均世帯人員は、令和 2 年では 2.05 人/世帯であり、世帯の小規模化が進んでいます。 

住民基本台帳による直近 5 年間の人口、世帯数、平均世帯人員の推移をみても、これま

でと同様に人口の減少と世帯の小規模化が進んでいます。 

 

図 総人口・総世帯数の推移 
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図 近年における総人口・総世帯数の推移 

  

  

  

２．木古内町の住宅・住環境をとりまく状況 
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② 年齢別人口の状況 

  年齢階層別人口をみると、65 歳以上の老年人口の増加と 15～64 歳の生産年齢人口及び

14 歳以下の年少人口の減少により、少子高齢化が進んでいます。 

令和 2 年国勢調査における 14 歳以下の年少人口は 232 人（6.1％）、15～64 歳の生産年

齢人口は 1,678 人（43.9％）、65 歳以上の老年人口は 1,908 人（50.0％）となっており、

総人口の半分を 65 歳以上の高齢者が占めています。 

 

図 年齢階層別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 年齢階層別人口構成比の推移 
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年齢 5 歳階級別人口の推移をみると、人口の多い年齢層は、平成 12 年では 65～69 歳(577

人)、平成 22 年では 60～64 歳(495 人)、令和 2 年では 70～74 歳（424 人）となっています。

平成 22 年と令和 2 年の年齢 5 歳階級別人口を比較すると、85～94 歳を除き、全ての年代で

人口が減少しています。 

 

 

表 年齢 5歳階級別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日） 

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

0～4歳 481 368 289 227 151 103 90 50

5～9歳 608 451 362 272 213 135 96 84

10～14歳 756 584 397 328 254 204 121 98

15～19歳 549 530 393 307 256 208 154 87

20～24歳 411 269 282 260 167 133 110 79

25～29歳 475 369 274 310 233 160 117 114

30～34歳 606 402 381 279 276 203 136 111

35～39歳 665 546 408 346 285 265 194 127

40～44歳 593 559 510 371 332 262 255 167

45～49歳 610 546 566 494 340 306 224 222

50～54歳 705 543 528 541 484 335 293 215

55～59歳 607 623 536 514 518 463 315 271

60～64歳 556 542 613 536 493 495 438 285

65～69歳 436 501 508 577 506 472 446 415

70～74歳 330 384 442 461 540 461 441 424

75～79歳 292 270 307 385 400 469 380 387

80～84歳 145 198 209 233 310 324 374 301

85～89歳 72 96 125 145 158 216 221 235

90～94歳 19 25 37 66 85 90 110 110

95～99歳 9 1 13 20 31 29 30

100歳～ 3 3 6 3 6

不詳 11 14

合計 8,916 7,826 7,171 6,665 6,024 5,341 4,547 3,832

1,845 1,403 1,048 827 618 442 307 232

20.7% 17.9% 14.6% 12.4% 10.3% 8.3% 6.8% 6.1%

5,777 4,929 4,491 3,958 3,384 2,830 2,236 1,678

64.8% 63.0% 62.6% 59.4% 56.2% 53.0% 49.2% 43.8%

1,294 1,483 1,632 1,880 2,022 2,069 2,004 1,908

14.5% 18.9% 22.8% 28.2% 33.6% 38.7% 44.1% 49.8%
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③ 世帯人員別世帯数の状況 

  令和 2 年国勢調査による世帯人員別世帯数をみると、単身（１人）世帯が 734 世帯

（39.4％）で最も多く、以下、２人世帯が684世帯（36.7％）、３人世帯が259世帯（13.9％）、

４人世帯が 121 世帯（6.5％）と続きます。 

世帯の小規模化は、単身世帯、２人世帯の比率が増加していることに起因しており、単

身世帯、２人世帯を合わせた比率は 76.1％です。 

 

図 世帯人員別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 世帯人員別世帯数構成比の推移 
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④ 家族類型別世帯数の状況 

  令和 2年国勢調査による家族類型別世帯数は、単独世帯が 734 世帯（39.4％）で最も多

く、以下、夫婦のみの世帯が 519 世帯（27.8％）、夫婦と子ども世帯が 274 世帯（14.7％）

となっています。 

世帯数構成比をみると、夫婦のみの世帯の比率は、昭和 60 年から平成 17 年まで増加し

ていましたが、平成 22 年では減少に転じています。夫婦と子ども世帯の比率は、昭和 60

年以降減少を続けており、一方で単独世帯の比率は昭和 60 年以降増加を続けています。 

  

図 家族類型別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 家族類型別世帯数構成比の推移 
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⑤ 子育て世帯・高齢者世帯の状況 

  国勢調査における子育て世帯の推移をみると、令和 2年では、６歳未満の親族のいる世

帯が 44 世帯(2.4％)、６歳以上 18 歳未満の親族のいる世帯が 93 世帯(5.0％)となってお

り、平成 2 年からは、６歳未満の親族のいる世帯が 309 世帯(0.13 倍)の減少、６歳以上

18 歳未満の親族のいる世帯が 544 世帯(0.15 倍)の減少となっています。 

高齢者世帯の推移をみると、令和 2年では、65 歳以上の単身世帯が 465 世帯(24.9％)、

共に 65 歳以上の夫婦のみの世帯が 344 世帯(18.4％)となっており、平成 2 年からは、65

歳以上の単身世帯が 289 世帯(2.36 倍)の増加、65 歳以上の夫婦のみの世帯が 173 世帯

(1.98 倍)の増加となっています。 

 

図 子育て世帯数・高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 子育て世帯数・高齢者世帯数構成比の推移 
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※合計：一般世帯 資料：国勢調査（各年10月１日）

合計 ※

その他の世帯

共に65歳以上の夫婦の

みの世帯

65歳以上の単身世帯

6歳以上18歳未満の親

族のいる世帯

6歳未満の親族のいる

世帯
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⑥ 従業地・通学地の状況 

  令和 2年国勢調査における従業地・通学地の状況をみると、木古内町内に住む就業者・

通学者が 1,836 人、木古内町に就業・通学する人が 1,767 人であり、木古内町内に住む就

業者・通学者が、木古内町に就業・通学する人を上回っています。 

木古内町に就業・通学する人のうち、町内に通勤・通学する人が 1,343 人（76.2％）で

大半を占めています。以下、知内町から通勤・通学する人が 167 人（9.4％）、函館市から

通勤・通学する人が 121 人（6.8％）、北斗市から通勤・通学する人が 94 人（5.3％）と続

きます。   

 

図 従業地・通学地の状況（令和 2 年国勢調査） 
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２－２．住宅ストックの状況 
 

① 住宅所有関係別世帯数の状況 

  令和 2年国勢調査による住宅所有関係別世帯数は、持ち家が 1,373 世帯（75.0％）、公

的借家が 213 世帯（11.6％）、民間借家が 174 世帯（9.5％）、給与住宅が 53 世帯（2.9％）、

間借り等が 18 世帯（1.0％）となっています。 

  構成比の推移をみると、平成 27 年以降、民間借家のみ増加し、持ち家、公的借家、給

与住宅の比率は減少しています。 

近隣市町と構成比を比較すると、公的借家の比率が高くなっています。 

   
図 住宅所有関係別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 住宅所有関係別世帯数構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 住宅所有関係別世帯数構成比の近隣市町比較 
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資料：国勢調査（令和2年10月１日）
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持ち家
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※合計：住宅に住む一般世帯 資料：国勢調査（各年10月１日）

合計
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公的借家
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② 高齢者親族のいる世帯の住宅所有関係別世帯数の状況 

  令和 2 年国勢調査における 65 歳以上の高齢者親族のいる世帯の住宅をみると、1,081

世帯（86.6％）が持ち家、122 世帯（9.8％）が公的借家に住んでいます。 

平成 22 年からの構成比の推移をみると、おおむね横ばいとなっています。 

住宅に住む全世帯の構成比と比較すると、高齢者親族のいる世帯は持ち家の比率が高く、

公的借家、民間借家、給与住宅の比率が低くなっています。 

 

図 65 歳以上の高齢者親族のいる世帯の住宅所有関係別世帯数の推移 
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資料：国勢調査（各年10月１日）

合計
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図 65 歳以上の高齢者親族のいる世帯の住宅所有関係別世帯数構成比の推移 
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③ 住宅着工の状況 

木古内町における住宅着工の状況をみると、平成 22 年度から令和元年度の 10 年間で 181

戸の住宅が着工されています。10 年間の年当たり平均着工数は 22 戸です。 

 利用関係別でみると、10 年間で持家と分譲住宅が合わせて 79 戸、貸家が 99 戸となって

います。貸家を資金別でみると、71 戸（71.7％）が公営住宅となっており、民間賃貸住宅

の供給が少ない状況です。 

 

表 利用関係別住宅着工の推移                     （単位：戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築着工統計 

公営 民間
平成22年度 18 0 0 1 0 19
平成23年度 14 0 0 1 0 15
平成24年度 7 0 0 0 0 7
平成25年度 14 8 0 1 1 24
平成26年度 5 0 1 0 0 6
平成27年度 9 15 6 0 0 30
平成28年度 3 0 0 0 1 4
平成29年度 0 0 6 0 0 6
平成30年度 2 0 14 0 0 16

令和元年度 5 48 1 0 0 54

累　　計 77 71 28 3 2 181

年平均　　(10年間) 8 7 3 0 0 18

年平均(直近5年間) 4 13 5 0 0 22

合計
貸　家

給　与 分　譲持家



 

13 

④ 民間賃貸住宅の状況 

  木古内町調べにおける民間賃貸住宅の状況は、平成 29 年 10 月現在で 80 戸供給されて

います。 

供給されているすべての民間賃貸住宅で建設から 20 年以上経過しており、老朽化が進

んだものが多くなっています。 

間取り別では、単身者向けである１ＤＫ、１ＬＤＫが 41 戸、夫婦向けである２ＤＫ、

２ＬＤＫが 31 戸、ファミリー向けである３ＬＤＫは８戸で、小規模世帯向けの住戸が多

くなっています。 

また、平均家賃は 40,000 円程度となっています。 

 

表 民間賃貸住宅の状況             （単位：戸、円） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（木古内町調べ 平成 29 年 10 月現在） 

 

 

 

建設年度 間取り 戸数 平均家賃 備　　考

平成15～24年 - 0 -

平成5～14年 1DK 14 42,000

1LDK 12 40,000

2DK 8 37,500

2LDK 6 45,000

40 0

～平成4年 1DK 13 30,000 家賃非公表12戸

1LDK 2 40,000

2DK 7 40,000

2LDK 10 39,400

3LDK 8 非公表

40 0

再掲 1DK 27 41,200 家賃非公表12戸

1LDK 14 40,000

2DK 15 38,667

2LDK 16 41,500

3LDK 8 非公表

80 40,367 家賃非公表20戸

　　（小　　計）

　　（小　　計）

合　　　計
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３－１．上位計画 
① 北海道住生活基本計画 

計画期間 2021（令和 3）～2030（令和 12）年度 

策定目的 本道に住むすべての人が「安心」「生きがい」「住み続けたい」を感じられる

住生活の実現に向け、計画的に施策を推進することを目的に策定、住生活基本

法第 17 条１項に基づく都道府県計画。 

住生活の理

想像・目標 

住生活の理想像：すべての人が「安心」「生きがい」「住み続けたい」を感じられる住生活 

１「居住者」からの視点 

目標１：安定した暮らしにつながる住まいの確保 

目標２：子育てしやすく、住み続けられる暮らしの実現 

目標３：多様でいきいきと暮らせる住生活の実現 

２「防災・まちづくり」からの視点 

目標４：安全安心で災害に強い住生活の実現 

目標５：持続可能でにぎわいのある住環境の形成 

目標６：つながりと生きがいを創出できる地域コミュニティの形成 

３「住宅ストック・事業者」からの視点 

目標７：脱炭素社会の実現に向けた持続可能で豊かに暮らせる良質なストッ

クの形成・循環 

目標８：地域の活性化につながる空き家の解消 

目標 9：活力ある住生活関連産業の振興 

基本的な施

策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標１：安定した暮らしにつながる住まいの確保 

○住宅確保要配慮者の入居・生活支援 

○借りる側、貸す側に対する支援体制の構築・拡充 

○安全安心で良質な住宅の整備・活用 

目標２：子育てしやすく、住み続けられる暮らしの実現 

○子育て世帯や高齢者世帯の入居・生活支援 

○住み慣れた地域での住み替え支援 

○子育て世帯や高齢者世帯に快適な住宅の整備・活用 

目標３：多様でいきいきと暮らせる住生活の実現 

○豊かな暮らしの実現に向けた居住者への情報提供、住教育 

○多様な居住者のための情報提供・サービスの活性化 

目標４：安全安心で災害に強い住生活の実現 

○安全安心な暮らしの実現に向けた事前の備え 

○災害発生時の早急で細かな対応と住宅確保 

○災害後の迅速かつ強靭な復興支援 

目標５：持続可能でにぎわいのある住環境の形成 

○環境問題や地域課題の解決に向けた持続可能なまちづくり 

○多様な住生活の実現に向けたにぎわいのあるまちづくり 

目標６：つながりと生きがいを創出できる地域コミュニティの形成 

○互助を育み、にぎわいを創出できるつながりづくり 

○差別・偏見なく、多様な世代が共生できる地域づくり 

目標７：脱炭素社会の実現に向けた持続可能で豊かに暮らせる良質な住宅スト

ックの形成・循環 

○脱炭素社会の実現に向けた健康で豊かな暮らしに寄与する良質な住宅ストック

の形成 

○住宅の長寿命化に向けた適切な維持管理・修繕 

○住宅循環システムの構築 

目標８：地域の活性化につながる空き家の解消 

３．関連既定計画 
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○空き家の抑制・管理の促進 

○良質な空き家の利活用の推進 

○住環境改善や災害リスク抑制に向けた危険空き家の除却 

目標９：活力ある住生活関連産業の振興 

○北海道の技術や資源等の産業振興 

○住宅循環の円滑化、入居・生活支援事業の拡充 

○人手不足を補い、住生活の向上を図る新技術の導入 

 

② 第６次木古内町振興計画 
計画期間 平成 26 年度～令和 5年度 

策定目的 今日まで幾多の困難を乗り越え、先人が創りあげてきた木古内町をさらに振

興発展させ、この町に生活する全ての人々が“このまちに住んで良かった”と

感じ、夢をもって住み続けられる『ふるさと木古内』をめざし官民協働のもと

で策定する。 

計画目標 〈基本理念〉 

「協働」～ともに語り、ともに行動するまちづくり～ 

〈まちづくりの目標〉 

活力と元気に満ちあふれ、生涯にわたり希望や生きがいを持ち続けられる北

の大地の福祉都市『きこない』 

住宅施策 ○安心と楽しさがある住環境 

(1)居住環境の整備 

①町民が安全に安心して暮らせる住まいづくりを推進します。 

②快適に暮らせる良質な住宅づくりを推進します。 

③訪れた人が住みたくなる魅力的な居住環境づくりを推進します。 

④恵まれた自然と共生する住まいづくりを推進します。 

(2)公営住宅の整備 

①高齢者や障がい者が必要なサービスを自由に受けられ、住み慣れた場所で

安心して暮らし続けられる住宅づくりを推進します。 

②老巧住宅、狭小住宅、風呂未設置住宅などがある団地については、計画的

な建て替えを行い、居住水準の向上を図ります。 

③新幹線開業に伴う新たな住宅需要に対して、道営住宅の整備を北海道に要

望します。 

④公営住宅の建て替えと併せ、団地周辺の住環境をまちづくり施策と一体と

なって整備し良質な住環境を形成します。 

(3)公園の整備 

①住民が楽しく集える場として、地域全体の公園整備構想を策定します。 

②公園の施設や植栽は、地域住民の参加で決定・管理し、住民に愛着をもっ

て利用される公園づくりを進めます。 

③公営住宅団地内に公園を整備し、緑地空間や交流空間を創出します。 

④「みそぎ公園」と「ふるさとの森」周辺を住民が交流する大規模公園とし

て位置付け、適切な管理運営を図ります。 

 



 

16 

③ 木古内町人口ビジョン 
目標年度 令和 47 年度 

策定目的 これまでの人口動向の現状と今後の中長期的な人口推移について分析を行

い、地域社会の活性化に向けた将来展望と方向性を明らかにする。 

基本方針 １ 目指すべき方向性 

（１）希望する結婚・出産・子育てをかなえる 

（２）当町へのひとの流れをつくる 

（３）人口減少における地域への影響に対応する 

２ 人口の将来展望 

令和 47 年（2065 年）における目標人口 1,800 人台の確保 

 

 

④ 木古内町まち・ひとしごと創生総合戦略 
計画期間 令和 2 年度～令和 6 年度 

策定目的 これまでの人口動向の現状と今後の中長期的な人口推移について分析を行

い、地域社会の活性化に向けた将来展望と方向性を明らかにする。 

基本方針 基本理念 

“北の大地の玄関口”としての新たな魅力創出と地域内外との“協働・連携” 

による持続可能な地域の創造～地域資源をいかした“新時代きこない ”のま

ちづくり ～ 

住宅施策 基本目標２：交通利便性と地域産業の好循環による新しいひとの流れを創造 

○豊かな自然環境と農水産物等の魅力ある地域資源、交通の利便性、医療・福

祉が充実したまちとして、情報発信し、移住者の受け入れ態勢を確保する。

○町内に点在している空き地や空き家を活用した体験暮らしをはじめ、定住に

結び付ける移住者への支援方策について検討する。 

〇新幹線木古内駅やいさりび鉄道の木古内町内各駅からの通勤・通学者を支援

し、移住定住を促進する。 

○高齢者等への生涯学習や医療・福祉の優れたまちとして、定住を促進する。
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３－２．関連計画 
 

① 木古内町過疎地域持続的発展市町村計画 
計画期間 令和 3 年度～令和 7 年度 

基本方針 

 

 

 

 

 

 

オ．公営住宅 

恵まれた自然に抱かれた、安心で活き活きと暮らせる住まいづくりを基本方

針とし、高齢であることや障がいの有無などにかかわらずすべての人が快適に

生活できるような住環境づくりを推進する。 

①老朽住宅、狭小風呂未設置などがある団地については、計画的な建て替え

を行い、居住水準の向上を図る。 

②高齢者や障がい者が必要なサービスを自由に受けられ、住み慣れた場所で

安心して暮らし続けられる住宅づくりを推進する。 

③公営住宅の長寿命化計画に基づき既設公営住宅の計画的な営繕により、建

物の老朽化を阻止し入居者や団地周辺の環境改善に努める。 

事業 ・空家等解体除去事業 

  町内に所在する管理不全な状態の空家の除却に要する費用を一部助成する

ことで、空家の除却を促進し、住民の安全で安心な生活環境を確保する。 

・空き家リフォーム助成事業 

  町内の空き家を購入しリフォームする移住者、又は移住者への売買・賃貸

を目的に住宅をリフォームする所有者に対し、リフォーム費用の一部を助成

することで、空き家の利活用による地域環境の改善を図る。 

 

② 木古内町都市計画マスタープラン 
計画期間 令和 2 年度～令和 21 年度 

策定目的 今後における木古内町の都市計画に係る将来ビジョンを再構築し、総合的、

体系的な推進と施策の実現を目指すため、木古内町都市計画マスタープランの

見直しを行う。 

基本方針 

 

 

 

 

 

 

■基本理念 

「町民と協働で創る、長く住みたい、住み続けたい木古内」 

■基本目標 

１．交通の要衝に相応しい活気あるまちづくり 

２．安心・快適に暮らし続けられるまちづくり 

３．自然と調和したコンパクトなまちづくり 

４．町民と協働で創るまちづくり 

将来人口 ・令和 21 年 2,030 人 
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③ 木古内町公共施設等総合管理計画 

計画期間 令和 4 年度～令和 13 年度 

策定目的 本町における施設の適切な規模とあり方を検討し、可能な限り次世代に負担

を残さない効率的・効果的な公共施設等の最適な配置を実現するため策定する。

計画目標 １．人口減少を見据えた整備更新 

本町の人口は、引続き減少が見込まれています。新規施設の整備は最小限に

抑制し、既存の公共施設を貴重な財産ととらえ、適切な維持管理によって、で

きる限り長期間使用します。  

（１）人口動態などに基づいた全体面積・施設規模のコントロール  

（２）既存公共施設の長期使用と予防保全･機能改善  

（３）民間への整備費補助と不要施設の売却  

２ 住民ニーズへの適切な対応  

公共施設等は本来、住民の方々に公共サービスを提供するためのツールであ

り、適切に利用されて初めてその効果を発揮します。社会経済状況や時間の経

過によって変化する住民ニーズを的確にとらえ、最大限に有効利用されること

を目指します。 

（１）用途転用又は複合化による既存公共施設の有効活用  

（２）公平性に基づく受益者負担の適正化 

３ 民間活力導入の検討 

簡素で効率的な町政運営のため、着実な行財政改革が重要ですが、一方で、

町の職員や財源などの行政資源には限界があります。公共施設の維持管理・運

営や新規整備や修繕工事における資金調達について、多様な主体との協働を図

ります。 

（１）住民、民間企業、社会福祉法人、NPO 法人などの民間活力導入の検討 

（２）公共施設を核としたコミュニティの醸成  

（３）住民参加による合意形成 
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④ 木古内町地域材利用推進方針 

策定目的 北海道内の森林から産出され、道内で加工された木材(以下、「地域材」とい

う)の公共建築物における利用の促進を図るため、公共建築物における地域材の

利用の促進の基本的方向、施策に関する基本的事項、町が整備する公共建築物

における地域材の利用の基準等を定める。 

基本的事項

等 

〈公共建築物における地域材の利用の促進の基本的方向〉 

非木造を指向してきた過去の考え方を抜本的に転換し、公共建築物につい

ては可能な限り木造化又は内装等の木質化を図るとの考え方の下で、公共建

築物における地域材の利用の促進を図る。 

 

〈公共建築物における地域材の利用の促進のための施策に関する基本的事項〉 

１ 地域材の利用を促進すべき公共建築物 

（１）町が整備する公共の用又は公用に供する建築物 

学校、社会福祉施設、病院・診療所、運動施設、社会教育施設、 

公営住宅等の建築物、庁舎、町職員住宅等 

（２）町以外の者が整備する（１）に準ずる建築物 

町以外の者が整備する学校、社会福祉施設、病院・診療所、 

運動施設、社会教育施設、公共交通機関の旅客施設の建築物 

２ 公共建築物における地域材の利用の促進のための施策の具体的方向 

（１）建築材料としての地域材の利用の促進 

（２）建築材料以外の木製品導入の促進 

（３）森林バイオマスの利用の促進 

（４）地域材利用に係る環境等への貢献度についての普及 

 

〈町が整備する公共建築物における地域材の利用の基準〉 

（１）木造化の推進 

（２）木質化の推進 

（３）木質家具等の導入の推進 

（４）グリーン購入の推進 

（５）森林バイオマスの利用の推進 

 

⑤ 木古内町空家等対策計画 

計画期間 令和 4 年度～令和 8 年度 

策定目的 「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づく特定空家等への措置や空

家等の利活用の促進など、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施する

ため策定。 

基本方針 1 空家等の適切な管理の促進 

(1)所有者等の当事者意識の醸成 

(2)相談体制の整備 

(3)空家等の除却〈解体〉 

2 空家等の利活用の促進 

(1)空家バンクの活用 

(2)リフォームによる空家等の活用 

3 特定空家等への対応 

(1)特定空家等の認定 

(2)特定空家等の措置 
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⑥ 第８期木古内町老人福祉計画・介護保険事業計画 

計画期間 令和 3 年度～令和 5 年度 

策定目的 まちづくりの目標である活力と元気に満ちあふれ、生涯にわたり希望や生き

がいを持ち続けられる北の大地の福祉都市『きこない』の実現に向けて、地域

で安心して暮らすことができるよう高齢者に関する施策を総合的かつ計画的に

推進し、また、介護保険事業の円滑な実施を図るため策定する。 

計画目標 〈基本理念〉本人や家族が安心して利用できる介護福祉の実現を目指す。 

〈基本目標〉 

１．地域支援事業等 

  高齢者ができる限り介護状態に陥ることなく、その人らしい生活を送られ

るよう、介護予防の取り組みを進めます。 

２．保険・医療・福祉の連携 

  高齢者が住み慣れた地域で元気に安心して暮らし続けられるよう、生活支

援体制の強化を図るとともに、生きがいづくりと介護予防を推進し、木古内

町包括ケア会議等により保健・医療・福祉等関係機関との連携づくりを一層

推進強化します。 

３．在宅サービス 

  住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、在宅生活の重視という介護保険

制度の基本的な理念を踏まえ、現在供給できている在宅サービスを維持しな

がら、より一層在宅サービスの充実に努めます。 

４．施設サービス 

  現状の介護保険施設利用者数を上限として、令和 3 年度から令和 5 年度ま

での施設サービス利用者数を見込みます。 

〈65 歳以上高齢者人口の将来推計〉令和 5 年：1,957 人（56.1％） 

５．地域包括ケアシステムの推進 

高齢者が可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じた日常生活

を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常

生活の支援が包括的に確保されるよう「地域包括ケアシステム」の更なる推

進に努めます。特に、「住まい」の確保については、引き続き「いさりび団地」

へ LSA(ライフ・サポート・アドバイザー)を配置して、シルバーハウジング

の機能を維持していきます。 

６．介護給付の適正化 

介護給付費は年々増加することが見込まれるため、適正に要介護認定を行

うとともに、適切なケアマネジメン卜及びサービス提供ができるよう、介護

給付の適正化に努めます。 

住宅施策 

 

・除雪サービス事業 

・緊急通報器具貸与事業 

・安心見守りネットワーク事業 

・事業者による高齢者の地域見守り活動 

・高齢者屋根の雪下ろし等助成事業 

・住宅改修 
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４－１．町営住宅等の現状 
 

① 管理戸数 

  木古内町では令和 5 年 3 月末時点で、9 団地 263 戸（町営住宅 257 戸、特公賃住宅 6 戸）

の町営住宅等を管理しており、この他に１団地 39 戸の道営住宅が供給されています。 

また、町営住宅のうち１団地 30 戸のシルバーハウジングを管理しています。 

 

表 木古内町の町営住宅等概要   （単位：団地、棟、戸） 

 

 

 

 

 

 

※町営住宅と特定公共賃貸住宅の混在団地があるため、合計値とは異なる 

（木古内町調べ 令和 5年 3月末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．木古内町の公営住宅等の現状 

◆町営住宅 

 公営住宅法に基づき、国及び地方公共団体が協力して、健康的で文化的な生活を営むに足り

る住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、国民生活の

安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として供給する住宅。 

 

◆特定公共賃貸住宅（特公賃） 

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づき、中堅所得者等の居住の用に供する居住

環境が、良好な賃貸住宅の供給を促進するための措置を講ずることにより、優良な賃貸住宅の供

給の拡大を図り、もって国民生活の安定と福祉の増進に寄与することを目的として、地方公共団

体が供給する住宅。 

（※平成 19 年度以降、地域優良賃貸住宅制度に再編） 

団地数 棟数 管理戸数

9 40 257

(1) 1 6

10 41 263

1 2 39

1 2 39

11 43 302

道営住宅　小計

公営住宅等　合計

種　　別

町営住宅

特公賃住宅

町営住宅等　小計

道営住宅



 

22 

表 町営住宅等の団地別概要                  （単位：棟、戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（木古内町調べ 令和 5年 3月末） 

団地名 種別 構造 階数 建設年度 竣工年度 棟数 管理戸数 備　考

朝日 町営 耐火 2階 H19 H19 1 8

耐火 2階 H26 H26 1 8

小計 2 16

佐女川 町営 簡易耐火 2階 S53～54 S53～54 4 20

小計 4 20

港 町営 簡易耐火 2階 S55 S55 1 8

耐火 5階 R1 R2 1 24 高齢者特定目的

小計 2 32

中野 町営 簡易耐火 1階 S47～50 S47～50 19 68

簡易耐火 2階 S59～60 S59～60 4 20

小計 23 88

新中野 町営 簡易耐火 2階 S62 S62 2 8

小計 2 8

高校前 町営 簡易耐火 1階 H2 H2 1 2

簡易耐火 2階 H2 H2 1 4

小計 2 6

大平 町営 耐火 3階 H6～7 H7～8 2 30

小計 2 30

前浜 町営 耐火 3階 H11 H12 1 12

特公賃 耐火 3階 H11 H12 1 6

小計 2 18

いさりび 町営 耐火 5階 H16 H17 1 30 ｼﾙﾊﾞｰﾊｳｼﾞﾝｸﾞ

耐火 6階 H16 H17 1 15

小計 2 45

道営住宅 道営 耐火 3階 H27 H28 1 15

耐火 5階 R2 R2 1 24

小計 2 39

43 302
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② 町営住宅等の立地状況 

  町営住宅等の立地状況をみると、市街地周辺に立地する団地が多くあります。いさりび団地は福祉施設に隣接しています。一方で、中野団地は郊外に立地し商業施設が周辺にありません。 

 

  

図 町営住宅等の立地状況 
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簡平

70戸

26.6%

簡二

60戸

22.8%

耐火

133戸

50.6%

(全体：263戸)

昭和46～

55年

96戸

36.5%

昭和56～

平成2年

34戸

12.9%

平成3～

12年

48戸

18.3%

平成

13年度～

85戸

32.3%

(全体：263戸)

③ 構造 

構造別でみると、簡易耐火構造平屋建て（簡平）が 70 戸（26.6％）、簡易耐火構造二

階建て（簡二）が 60 戸（22.8％）、耐火構造が 133 戸（50.6％）となっています。 

 

 

表 住宅種別構造の状況               図 構造別管理戸数割合 

 

 

 

 

 

 

（木古内町調べ 令和 5年 3月末） 

 

 

 

 

④ 建設年度 

建設年度別にみると、昭和 46 年度～55 年度建設が 96 戸（36.5％）、昭和 56 年度～平

成 2 年度建設が 34 戸（12.9％）、平成 3 年度～12 年度建設が 48 戸（18.3％）、平成 13 年

度以降建設が 85 戸（32.3％）となっています。 

 

表 住宅種別建設年度の状況             図 建設年度別管理戸数割合 

～昭和
45年度

昭和46
～

55年

昭和56
～

平成2年

平成3～
12年

平成
13年度

～

町　営 96戸 34戸 42戸 85戸 257戸

（構成比） 0.0% 37.4% 13.2% 16.3% 33.1% 100.0%

特公賃 6戸 6戸

（構成比） 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%

合　計 0戸 96戸 34戸 48戸 85戸 263戸

（構成比） 0.0% 36.5% 12.9% 18.3% 32.3% 100.0%

合計

構　　造

 

（木古内町調べ 令和 5年 3月末） 

 

 

木造 簡平 簡二 耐火

町　営 70戸 60戸 127戸 257戸

（構成比） 0.0% 27.2% 23.3% 49.4% 100.0%

特公賃 6戸 6戸

（構成比） 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

合　計 0戸 70戸 60戸 133戸 263戸

（構成比） 0.0% 26.6% 22.8% 50.6% 100.0%

構　　造
合計
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⑤ 耐用年数経過状況 

竣工年度からの耐用年数の経過状況をみると、令和 5 年 3 月末時点で、簡易耐火平屋

建ての全戸 70 戸が耐用年数を経過しています。 

また、今後建替等の整備を行わないと仮定した場合、10 年後には 126 戸（47.9％）が

耐用年数を超過することになります。 

 

図 構造別耐用年数経過状況 

70  70  70  70 

60  60  56 

30 130 

70 

160 

126 

0

30

60

90

120

150

180

耐用年数

１／２経過

耐用年数

経過

耐用年数

１／２経過

耐用年数

経過

令和4年度末 令和14年度末

（戸）

（令和4年度末時点）

計

耐火

簡二

簡平

 

 

⑥ 住戸面積 

  町営住宅等の住戸専用面積をみると、全体では、40 ㎡未満が 15 戸（5.7％）、40～50

㎡未満が73戸（27.8％）、50～60㎡未満が37戸（14.1％）、60～70㎡未満が107戸（40.7％）、

70～80 ㎡未満が 28 戸（10.6％）、80 ㎡以上が 3戸（1.1%）となっています。 

 

図 住戸専用面積別戸数の割合  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（木古内町調べ 令和 5年 3月末） 

40㎡未満

5.7%

5.8%

40～50㎡未満

27.8%

28.4%

50～60㎡未満

14.1%

14.4%

60～70㎡未満

40.7%

40.5%

50.0%

70～80㎡未満

10.6%

10.9%

80㎡以上

1.1%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【凡 例】

全 体 (N=263)

町 営 (N=257)

特 公 賃 (N= 6)

住

宅

種

別
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４－２．入居者の状況 
 

① 入居状況 

  令和 4年 10 月現在、町営住宅等には 189 世帯が居住しており、入居率は 71.9％となっ

ています。 

  中野団地は政策空家としているため、これを除いた場合の入居率は 88.3％となります。 

   

表 入居状況             （単位：戸） 

 

 

 

 

 

 

    表 団地別入居状況                     （単位：戸） 

 

 

（木古内町調べ 令和 4年 10 月現在） 

（木古内町調べ 令和 4年 10 月現在） 

管理戸数
入居

世帯数
入居率

257 183 71.2%

6 6 100.0%

263 189 71 .9%

種　　別

町営住宅

特公賃住宅

合　　計

団地名 種別 構造 階数 竣工年度 管理戸数
入居

世帯数
入居率 備考

朝日 町営 耐火 2階 H19 8 8 100.0%

耐火 2階 R2 8 8 100.0%

小計 16 16 100.0%

佐女川 町営 簡易耐火 2階 S53～54 20 14 70.0%

小計 20 14 70.0%

港 町営 簡易耐火 2階 S55 8 6 75.0%

耐火 5階 R1 24 23 95.8%

小計 32 29 90.6%

中野 町営 簡易耐火 1階 S47～50 68 28 41.2% 政策空家

簡易耐火 2階 S59～60 20 11 55.0%

小計 88 39 44.3%

新中野 町営 簡易耐火 2階 S62 8 4 50.0%

小計 8 4 50.0%

高校前 町営 簡易耐火 1階 H2 2 2 100.0%

簡易耐火 2階 H2 4 4 100.0%

小計 6 6 100.0%

大平 町営 耐火 3階 H7～8 30 22 73.3%

小計 30 22 73.3%

前浜 町営 耐火 3階 H12 12 8 66.7%

特公賃 耐火 3階 H12 6 6 100.0%

小計 18 14 77.8%

いさりび 町営 耐火 5階 H17 30 30 100.0%

耐火 6階 H17 15 15 100.0%

小計 45 45 100.0%

263 189 71 .9%
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29歳以下

1.1%

1.1%

30歳代

3.2%

3.3%

0.0%

40歳代

10.6%

8.2%

83.3%

50歳代

16.9%

17.5%

60歳代

19.6%

20.2%

70歳代

25.9%

26.2%

16.7%

80歳以上

22.8%

23.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【凡 例】

全 体 (N=189)

町 営 (N=183)

特 公 賃 (N=6)

住

宅

種

別

② 世帯主の年齢 

  世帯主の年齢では、全体をみると、比較的若い 40 歳代以下が 28 世帯（14.8％）であ

る一方で、60 歳代以上は 129 世帯（68.3％）となっており、世帯主の高齢化が進んでい

ます。 

 

図 世帯主年齢割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 世帯人数・平均世帯人員 

  世帯人数では、全体をみると、１人世帯が 112 世帯（59.3％）、２人世帯が 54 世帯

（28.6％）、３人世帯が 17 世帯（9.0％）、４人以上の世帯が 6 世帯（3.2％）となってお

り、入居世帯全体の平均世帯人員は 1.57 人／世帯で小規模な世帯が多くなっています。 

   

 図 世帯人数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（木古内町調べ 令和 4年 10 月現在） 

（木古内町調べ 令和 4年 10 月現在） 

1人

59.3%

61.2%

2人

28.6%

27.9%

50.0%

3人

9.0%

8.2%

33.3%

4人

2.1%

2.2%

5人以上

1.1%

0.5%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【凡 例】

全 体 (N=189)

町 営 (N=183)

特 公 賃 (N=6)

住

宅

種

別
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④ 世帯収入 

  収入分位では、全体をみると、第１分位が 146 世帯（77.2％）、第２分位が 4 世帯（2.1％）、

第３分位が 9 世帯（4.8％）、第４分位が 8 世帯（4.2％）、第５～６分位が 5 世帯（2.6％）、

第７～８分位が 17 世帯（9.0％）となっています。 

 

 図 世帯月額収入割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※政令月収：公営住宅法施行令に基づき､年間総収入から､

給与所得控除､配偶者控除､扶養親族控除等を行ったう

えで月収換算することにより算定したもの。 

 

 

 

（参考）収入分位一覧表   （単位：円）

（木古内町調べ 令和 4年 10 月現在） 

第1分位 10.0% 0 ～ 104,000

第2分位 15.0% 104,001 ～ 123,000

第3分位 20.0% 123,001 ～ 139,000

第4分位 25.0% 139,001 ～ 158,000

第5分位 32.5% 158,001 ～ 186,000

第6分位 40.0% 186,001 ～ 214,000

第7分位 50.0% 214,001 ～ 259,000

第8分位 60.0% 259,001 ～

収入分位 政令月収※

1分位

77.2%

79.8%

2分位

2.1%

2.2%

3分位

4.8%

4.9%

4分位

4.2%

4.4%

5,6分位

2.6%

2.2%

16.7%

7,8分位

9.0%

6.6%

83.3%

不明

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【凡 例】

全 体 (N=189)

町 営 (N=183)

特 公 賃 (N=6)

住

宅

種

別
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５－１．調査の目的と方法 
 

① 調査の目的 

「木古内町住生活基本計画」を策定する上で、町民の住まい状況の把握と住まいに対

する意向を把握し、反映した計画にするための基礎資料とするものです。 

 

② 調査方法   

対  象：町内に居住する世帯主が 18 歳以上の世帯（町営住宅入居者を除く） 

  配布方法：郵送投函 

回収方法：郵送回収 

調査期間：令和年 9 月 20 日～10 月 11 日 

 

③ 配布及び回収状況   

配布数 1,200 票、回収数 443 票、回収率 36.9％となっています。 

 

 

 

 ※回答率の個々の数値は、母数（回答数）に対する比率であり、個々の選択肢の回答率

同士の合計が 100.0％とならない場合があります。 

５．住宅施策に関わる町民意向 



 

30 

５－２．集計結果 
 

① 回答者属性 

 

ａ．居住地区 

  回答世帯における居住地区の構成比は、本町地域（本町、前浜、木古内、新道）が 73.4％、

札苅地区（札苅、幸連、橋呉）が 8.8％、泉沢地域（泉沢、二乃岱）が 6.3％、以下、下

図のとおりになっています。 

   

 図 居住地区割合 

本町地域
325世帯
73.4%釜⾕地域

15世帯
3.4%

泉沢地域
28世帯
6.3%

札苅地区
39世帯
8.8%

⼤平地区
11世帯
2.5%

中野地区
3世帯
0.7%

鶴岡地区
11世帯
2.5%

⼤川地区
2世帯
0.5%

建川地区
5世帯
1.1%

無回答
4世帯
0.9%

N=443
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ｂ．年齢・性別 

回答世帯の年齢をみると、全体では、70 歳代が 30.7％で最も高く、以下、80 歳以上が

26.4％、60 歳代が 20.1％、50 歳代が 8.1％と続き、60 歳以上の高齢者で 8 割近くを占め

ています。 

性別をみると、全体では、男性が 62.5％、女性が 37.5％であり、男性の方に偏ってい

ます。 

 

図 年齢割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．居住する住宅種類 

回答世帯が居住する住宅の種類をみると、全体では、持ち家が 81.7％で最も高く、以

下、民間の借家、アパートが 8.1％、社宅、公宅が 5.0％となっています。 

子育て世代※は全体に比べ、持ち家の割合が低く、民間の借家、アパートと社宅、公宅

の割合が高くなっています。65 歳以上の世帯は、91.1％が持ち家となっています。 

※子育て世代：家族構成（後述）が夫婦のみ、もしくは夫婦と子供で、回答者年齢が 20～40 歳代の世帯 

 

図 住宅種類割合 

81.7%

51.6%

91.1%

8.1%

29.0%

2.3%

5.0%

16.1%

0.7%

0.2%

0.3%

1.6%

3.2%

1.3%

3.4%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=443)

⼦育て世帯(N=31)

65歳以上(N=305)

持ち家 ⺠間の借家、アパート 社宅、公宅 間借り その他 無回答
 

20歳代
10世帯
2.3%

30歳代
23世帯
5.2%

40歳代
29世帯
6.5%

50歳代
36世帯
8.1%

60〜64歳
37世帯
8.4%

65〜69歳
52世帯
11.7%

70歳代
136世帯
30.7%

80歳以上
117世帯
26.4%

無回答
3世帯
0.7%

N=443
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30.2%

26.2%

55.6%

50.0%

3.2%

32.1%

40.6%

42.5%

27.7%

31.9%

35.5%

45.6%

15.8%

17.4%

8.3%

9.1%

19.4%

14.1%

7.0%

7.5%

5.6%

4.5%

19.4%

3.9%

4.2%

4.1%

2.8%

16.1%

2.3%

1.1%

1.1%

3.2%

1.0%

0.2%

0.3%

3.2%

0.3%

0.9%

0.9%

4.5%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 ( N=443 )

持 ち 家 ( N=362 )

借 家 ( N=36 )

社 宅 、 公 宅
( N =22 )

⼦ 育 て 世 帯
( N =31 )

6 5歳 以 上
( N =305 )

単⾝ 2⼈ 3⼈ 4⼈ 5⼈ 6⼈ 7⼈ 無回答

ｄ．家族人数 

家族人数をみると、全体では、２人世帯が 40.6％で最も高く、以下、単身（1 人）世

帯が 30.2％、３人世帯が 15.8％、４人世帯が 7.0％となっています。 

住宅所有別にみると、持ち家世帯は２人世帯の比率が、借家世帯と社宅、公宅世帯は

単身世帯の比率がそれぞれ高くなっています。 

子育て世代、65 歳以上の世帯ともに２人世帯の比率が最も高くなっています。 

 

図 家族人数割合 
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ｅ．家族構成 

家族構成をみると、全体では、夫婦のみ世帯が 33.2％で最も高く、以下、一人暮らし

世帯が 29.8％、夫婦と子供世帯が 14.9％となっています。 

住宅所有別にみると、持ち家世帯は夫婦のみ世帯の比率が、借家世帯および社宅、公

宅世帯は一人暮らし世帯の比率が高くなっています。 

 

図 家族構成割合 

29.8%

26.0%

55.6%

45.5%

33.2%

34.8%

25.0%

27.3%

14.9%

14.9%

16.7%

18.2%

7.4%

7.7%

2.7%

9.0%

4.3%

4.7%

3.8%

4.1%

5.6%

6.6%

1.0%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=463)

持ち家(N=362)

借家(N=36)

社宅、公宅(N=22)

⼀⼈暮らし 夫婦のみ 夫婦と⼦ども ⼀⼈親と⼦ども
夫婦と⼦どもと親 夫婦と親 その他 無回答
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ｆ．世帯主の就業状態 

世帯主の就業状態をみると、全体では、無職が 52.8％で最も高く、以下、会社員が 17.6％、

公務員・団体職員が 10.6％、自営業が 7.2％となっています。 

住宅所有別にみると、持ち家世帯は無職の比率が、借家および社宅、公宅では公務員・

団体職員の比率が高くなっています。 

 

図 世帯主の就業状態割合 

52.8%

58.0%

11.1%

13.6%

17.6%

16.9%

27.8%

18.2%

10.6%

5.0%

47.2%

54.5%

2.3%

2.5%

7.2%

7.7%

5.6%

4.5%

7.2%

7.2%

8.3%

9.1%

2.0%

2.5%

0.3%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=463)

持ち家(N=362)

借家(N=36)

社宅、公宅(N=22)

無職 会社員 公務員・団体職員 漁家・農家 ⾃営業 学⽣ ﾊﾟｰﾄ等 その他 無回答
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ｇ．世帯全員の年収 

世帯全員の年収についてうかがうと、全体では、年金収入のみが 20.5％で最も高く、

以下、500 万円以上が 19.6％、200 万円未満が 17.6％、200～300 万円が 17.2％、300～

400 万円が 12.2％、400～500 万円が 7.7％となっています。 

住宅所有別にみると、借家世帯および社宅、公宅世帯が 500 万円以上の比率が高くな

っています。 

子育て世代は 500 万円以上、65 歳以上の世帯は年金収入のみの比率が最も高くなって

います。 

 

図 世帯全員の年収割合 

17.6%

18.2%

16.7%

9.1%

3.2%

21.3%

17.2%

18.2%

13.9%

13.6%

9.7%

17.7%

12.2%

12.7%

16.7%

9.1%

3.2%

11.5%

7.7%

7.5%

8.3%

13.6%

9.7%

4.6%

19.6%

16.9%

38.9%

45.5%

74.2%

9.5%

20.5%

22.1%

2.8%

9.1%

28.5%

5.2%

4.4%

2.7%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=443)

持ち家(N=362)

借家(N=36)

社宅、公宅(N=22)

⼦育て世帯(N=31)

65歳以上(N=305)

200万円未満 200〜300万円 300〜400万円 400〜500万円 500万円以上 年⾦収⼊のみ 無回答
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ｈ．同居している家族 

同居している家族についてうかがうと、全体では、高齢者（65 歳以上）が 43.6％で最

も高く、以下、小中学生が 5.4％、障がいのある方が 4.3％、乳幼児（小学校以前）が 2.5％

となっています。 

 

図 同居している家族割合（全体・複数回答） 

43.6%

4.3%

2.5%

5.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

⾼齢者（65歳以上）

障がいのある⽅

乳幼児（⼩学校以前）

⼩中学⽣

N=443
 

 

② 居住する住宅の概要 

 

ａ．建設年次 

建設年次をみると、全体では、昭和 46～55 年が 22.6％で最も高く、以下、昭和 56 年

～平成 2 年が 18.0％、平成 3～12 年が 16.7％、昭和 45 年以前が 14.0％、平成 13～22 年

が 11.7％、平成 23 年以降が 9.3％となっています。 

住宅所有別にみると、持ち家世帯では昭和 46～55 年、借家世帯では平成 3～12 年、社

宅、公宅世帯では平成 23 年以降の比率が高くなっています。 

 

図 建設年次割合 

14.0%

16.0%

10.0%

22.6%

27.1%

10.0%

18.0%

19.2%

23.4%

23.8%

16.7%

17.8%

30.0%

9.5%

11.7%

12.0%

13.3%

23.8%

9.3%

7.9%

13.3%

42.9%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=443)

持ち家(N=362)

借家(N=36)

社宅、公宅(N=22)

昭和45年以前 昭和46〜55年 昭和56〜平成2年 平成3〜12年
平成13〜22年 平成23年以降 無回答
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ｂ．居住年数 

  現在の住まいにおける居住年数をみると、全体では、41 年以上が 27.1％で最も高く、

以下、21～30 年が 19.6％、31～40 年が 17.8％、5 年以下が 12.4％と続きます。 

住宅所有別にみると、持ち家世帯は 41 年以上、借家世帯、社宅、公宅世帯は５年以下

の比率が最も高くなっています。 

 

図 居住年数割合 

12.4%

4.7%

66.7%

63.6%

7.7%

5.8%

11.1%

31.8%

10.8%

12.7%

2.8%

19.6%

22.4%

8.3%

17.8%

19.9%

5.6%

27.1%

31.5%

2.8%

4.6%

4.6%

3.0%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=443)

持ち家(N=362)

借家(N=36)

社宅、公宅(N=22)

5年以下 6〜10年 11〜20年 21〜30年 31〜40年 41年以上 無回答
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③ 住宅の整備状況、改修工事等実績 

 

ａ．増改築や改修工事等実施状況（持ち家のみ） 

  持ち家世帯の現在の住まいの増改築や改修工事等実施状況をみると、全体では、工事

したが 53.0％、工事していないが 41.4％となっています。 

子育て世代で 50.0％、65 歳以上の世帯では 52.5％が工事をしています。 

工事内容をみると、「台所・トイレ・浴室・洗面所の改修工事」が 60.9％で最も高く、

以下、「天井・壁・床等の内装の改修工事」が 49.0％、「窓・壁などの断熱・結露防止工

事」が 36.5％と続きます。 

 
図 増改築や改修工事等実施状況（持ち家世帯のみ） 

53.0%

50.0%

52.5%

41.4%

50.0%

41.0%

5.6%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=362)

⼦育て世帯(N=16)

65歳以上(N=278)

⼯事した ⼯事していない 無回答
 

 
図 増改築や改修工事等内容（工事した世帯のみ・複数回答） 

21.4%

60.9%

49.0%

25.5%

36.5%

15.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

増改築・間取りの変更

台所・トイレ・浴室・洗⾯所の改修⼯事

天井・壁・床等の内装の改修⼯事

壁・柱・基礎等の補強⼯事

窓・壁等の断熱・結露防⽌⼯事

その他
N=192

 

 

 

 

 



 

39 

ｂ．バリアフリー対応 

住宅のバリアフリー対応状況をみると、全体では、対応しているが 54.4％、対応して

いないが 34.5％となっています。 

 

図 バリアフリー対応状況（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バリアフリー対応箇所をみると、全体では、「手すり設置（階段、風呂場、玄関など）」

が 78.8％で最も高く、以下、「段差のない屋内」が 42.3％、「またぎやすい高さの浴槽」

が 32.4％となっています。 

65 歳以上の世帯は 56.4％（172 世帯／305 世帯）がバリアフリー対応をしていると回

答しています。バリアフリー対応箇所は、「手すり設置（階段、風呂場、玄関など）」が

79.7％と高くなっており、ついで、「段差のない屋内」が 37.8％となっています。 

 

図 バリアフリー対応箇所（対応している世帯のみ・複数回答） 

78.8%

32.4%

28.6%

42.3%

19.5%

1.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

⼿すり設置（階段、⾵呂場、⽞関など）

またぎやすい⾼さの浴槽

⾞椅⼦が通⾏可能な廊下幅（８０㎝程度）

段差のない屋内

道路から⽞関まで⾞いすで通⾏が可能

その他
N=241

 

 

 

 

 

対応
241世帯
54.4%

未対応
153世帯
34.5%

無回答
49世帯
11.1%

N=443
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図 バリアフリー対応箇所（対応している世帯のみ（世代別）・複数回答） 

82.4%

23.5%

23.5%

58.8%

23.5%

0.0%

79.7%

36.6%

29.1%

37.8%

22.7%

2.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

⼿すり設置（階段、⾵呂場、⽞関など）

またぎやすい⾼さの浴槽

⾞椅⼦が通⾏可能な廊下幅（８０㎝程度）

段差のない屋内

道路から⽞関まで⾞いすで通⾏が可能

その他
上段 子育て世帯(N=17)

下段 65歳以上(N=172)
 

 

ｃ．高齢者等のための設備工事実施状況（持ち家のみ） 

  持ち家世帯の現在の住まいの高齢者等のための設備工事実施状況をみると、全体では、

工事したが 24.0％、工事していないが 36.5％となっています。 

子育て世帯では 50.0％、65 歳以上の世帯は 27.3％が工事しています。 

工事内容をみると、「階段や廊下の手すりの設置」が 72.4％、「トイレの工事」が 44.8％、

「浴室の工事」が 47.1％と続きます。 

 
図 高齢者等のための設備工事実施状況（持ち家世帯のみ） 

24.0%

50.0%

27.3%

36.5%

50.0%

34.9%

39.5%

37.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=362)

⼦育て世帯(N=16)

65歳以上(N=278)

⼯事した ⼯事していない 無回答
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図 高齢者等のための設備工事内容（工事した世帯のみ・複数回答） 

72.4%

23.0%

47.1%

44.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

階段や廊下の⼿すりの設置

屋内の段差の解消

浴室の⼯事

トイレの⼯事

N=87
 

 

ｄ．耐震診断・耐震改修工事実施状況（持ち家のみ） 

  持ち家世帯の現在の住まいの耐震診断実施状況をみると、全体では、「耐震診断をした

ことがあり、耐震性が保たれていた」が 2.2％、「耐震診断をしたことがあり、耐震性が

確保されていなかった」が 0.8％、「診断をしたことがない」が 58.3％となっています。 

  耐震改修工事実施状況をみると、全体では工事をしたが 4.4％、工事をしていないが

54.7％です。 

  工事内容をみると、「壁の新設・補強」が最も高く、93.8％となっています。 

 
図 耐震診断実施状況（持ち家世帯のみ）       

2.2%

6.3%

1.8%

0.8%

37.5%

1.1%

58.3%

56.2%

60.8%

38.7%

36.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=362)

⼦育て世帯(N=16)

65歳以上(N=278)

診断して、耐震性が保たれていた 診断して、耐震性が確保されていなかった
耐震診断したことはない 無回答
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図 耐震改修工事実施状況（持ち家世帯のみ）           

4.4%

43.8%

5.0%

54.7%

56.2%

56.5%

40.9%

38.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=362)

⼦育て世帯(N=16)

65歳以上(N=278)

⼯事した ⼯事していない 無回答
 

 

図 耐震改修工事内容（工事した世帯のみ・複数回答） 

93.8%

18.8%

18.8%

12.5%

6.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

壁の新設・補強

筋かいの設置

基礎の補強

⾦具による補強

その他

N=16
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対応
4世帯
0.9%

未対応
387世帯
87.4%

今後、設
置を考え
ている
2世帯
0.5%

無回答
50世帯
11.2%

N=443

対応
3世帯
0.7%

未対応
386世帯
87.1%

今後、設置
を考えてい

る
2世帯
0.5%

無回答
52世帯
11.7%

N=443

ｅ．太陽光エネルギー活用状況 

住宅における太陽光エネルギー設備の設置状況は、以下のとおりです。 

太陽熱で水を温める温水機器（太陽熱温水器）等の設備を設置している世帯は 0.7％で

あり、今後設置を考えている世帯は 0.5％となっています。 

また、集光板に太陽光を集めて電力に換える発熱機器（太陽発電パネル）の設備を設

置している世帯は 0.9％であり、今後設置を考えている世帯は 0.5％となっています。 

 

 図 太陽熱温水器設置状況（全体）     図 太陽発電パネル設置状況（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ．二重サッシ、複層ガラスの窓 

  二重サッシ、または複層ガラスの窓の設置状況をみると、全体では、「全ての窓にある」

が 47.0％で最も高く、「一部の窓にある」が 24.8％、「ない」が 20.1％となっています。

また、「今後設置を考えている」が 0.9％となっています。 

住宅所有別にみると、持ち家世帯が借家、社宅、公宅世帯に比べて設置している比率

が高くなっています。 

 
図 二重サッシ、複層ガラスの窓設置割合 

 

 
47.0%

47.5%

41.7%

59.1%

24.8%

26.8%

19.4%

20.1%

18.0%

33.3%

36.4%

0.9%

1.1%

7.2%

6.6%

5.6%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=443)

持ち家(N=362)

借家(N=36)

社宅、公宅(N=22)

全ての窓にある ⼀部の窓にある ない 今後、設置を考えている 無回答



 

44 

④ 住宅・住環境等の満足状況 

 

ａ．住宅の満足状況 

  住宅の満足状況をみると、全体において、住宅の総合的な満足度は、満足とやや満足

を合わせた満足度は 26.4％で、やや不満と不満を合わせた不満度 19.4％を上回っていま

す。 

満足とやや満足を合わせた満足度が高い項目は、居住性では、「駐車スペース」、「給水、

風呂、水回り」、「通風、換気」、「収納、物入れ」等となっています。 

一方で、やや不満と不満を合わせた不満度が高い項目は、居住性では「部屋の暖かさ､

暖房」であり、安全性では「地震対応、倒壊防止機器など」、「手すり、段差、高齢化対

応」となっています。 

 

図 住宅の満足度（全体 N=443） 

11.5%

18.3%

15.8%

15.1%

15.1%

17.8%

14.0%

27.1%

13.8%

8.6%

7.7%

5.2%

9.5%

17.2%

20.8%

20.1%

17.2%

14.0%

17.4%

17.4%

23.9%

15.6%

15.3%

11.7%

7.9%

16.9%

36.6%

38.4%

43.6%

41.8%

45.8%

37.9%

37.5%

32.5%

43.8%

42.9%

48.5%

44.5%

41.1%

15.6%

10.2%

10.2%

13.5%

14.7%

17.6%

16.0%

6.8%

9.7%

19.4%

14.4%

22.3%

14.9%

12.4%

8.3%

6.1%

6.8%

4.5%

4.3%

10.4%

2.5%

5.4%

6.1%

5.2%

11.3%

4.5%

6.7%

4.0%

4.2%

5.6%

5.9%

5.0%

4.7%

7.2%

11.7%

7.7%

12.5%

8.8%

13.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 部屋の暖かさ､暖房

② 給⽔､⾵呂､⽔回り

③ 通⾵､換気

④ 排⽔､下⽔

⑤ ⽞関まわり､⾵除室

⑥ 収納､物⼊れ

⑦ 建物の外壁､屋根､外観

⑧ 駐⾞スペース

⑨ 庭､菜園､畑

⑩ ⼿すり､段差､⾼齢化対応

⑪ 階段

⑫ 地震対策､倒壊防⽌機器など

⑬ 住宅の総合的な満⾜状況

満⾜ まあ満⾜ ふつう やや不満 不満 無回答
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ｂ．住宅周り・住環境の満足状況 

  住宅周り・住環境の満足状況をみると、全体において、住宅周り・住環境の満足状況

の総合的な満足度は、満足とやや満足を合わせた満足度 21.3％と、やや不満と不満を合

わせた不満度 12.2％を上回っています。 

満足とやや満足を合わせた満足度が高い項目をみると、周辺環境では「近隣の公園」

を除いた全ての項目、近隣環境等では「火災、地震対策」を除いた全ての項目で満足度

が高くなっています。 

 

 

図 住宅周り・住環境の満足度（全体 N=443） 

11.5%

15.3%

15.3%

3.4%

7.4%

9.9%

9.9%

14.0%

6.8%

4.7%

4.5%

5.0%

17.2%

17.6%

20.3%

7.9%

15.6%

14.0%

17.4%

22.3%

11.7%

9.3%

16.0%

16.3%

36.6%

44.9%

45.6%

50.1%

50.6%

46.0%

43.8%

50.6%

50.1%

55.8%

57.8%

60.0%

15.6%

13.1%

9.5%

10.4%

12.6%

8.6%

16.9%

5.2%

6.8%

13.8%

11.7%

10.8%

12.4%

3.6%

2.9%

8.1%

7.9%

2.7%

7.4%

1.6%

0.7%

5.0%

2.7%

1.4%

6.7%

5.5%

6.4%

20.1%

5.9%

18.8%

4.6%

6.3%

23.9%

11.4%

7.3%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 雪捨て場、除雪活動

② 防犯灯、街灯

③ ゴミステーション

④ 近隣の公園について

⑤ 住宅周りの道路

⑥ 通勤通学の便利さ

⑦ 買い物、お店

⑧ ⾃然環境

⑨ ⼦育て環境

⑩ ⽕災、地震対策

⑪ 景観・町並み

⑫ 住環境の総合的な満⾜状況

満⾜ まあ満⾜ ふつう やや不満 不満 無回答
 



 

46 

ｃ．近隣・コミュニティ活動等居住環境の満足状況 

  近隣・コミュニティ活動等居住環境の満足状況をみると、全体において、居住環境の

満足状況の総合的な満足度は、満足とやや満足を合わせた満足度 22.3％が、やや不満と

不満を合わせた不満度 5.6％を上回っています。 

満足とやや満足を合わせた満足度は、全ての項目で不満度を上回っています。 

 

図 近隣・コミュニティ活動の満足度（全体 N=443） 

6.8%

4.5%

8.4%

2.7%

4.3%

9.3%

3.6%

17.4%

16.0%

19.4%

9.7%

16.5%

21.2%

18.7%

60.3%

61.2%

56.0%

66.1%

63.4%

59.6%

65.9%

7.7%

9.9%

6.1%

7.9%

6.3%

3.4%

5.4%

2.9%

2.9%

2.7%

0.7%

1.6%

1.4%

0.2%

4.9%

5.5%

7.4%

12.9%

7.9%

5.1%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 住宅まわりの美観､花や緑

② 道路や空き地の清掃､美化､ゴミ拾い

③ ⽣活道路の路上駐⾞

④ 困っている⾼齢者の暮らしの⼿伝い

⑤ 町内会活動､防犯活動

⑥ 隣近所とのあいさつ､声かけ

⑦ 居住環境の総合的な満⾜状況

満⾜ まあ満⾜ ふつう やや不満 不満 無回答
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⑤ 住宅の住み替え意向 

 

ａ．住宅の住み替え意向 

  今後の住宅の住み替え意向をみると、全体では、「今、住んでいる所で暮らしたい」が

60.9％で最も高くなっています。一方で、「町内の違うところで暮らしたい」が 3.2％、

「町外で暮らしたい」が 7.2％、「どちらともいえない」「わからない」が合わせて 23.0％

となっています。 

住宅所有別にみると、持ち家世帯は他に比べて「今、住んでいる所で暮らしたい」の

比率が上回っています。また、借家世帯は「町内の違うところで暮らしたい」の比率が

高くなっています。 

 

図 住宅の住み替え意向割合 

60.9%

68.0%

30.6%

27.3%

41.8%

68.8%

3.2%

2.5%

8.3%

4.5%

9.7%

2.3%

7.2%

5.0%

16.7%

31.8%

19.4%

3.0%

13.1%

11.9%

16.7%

18.2%

19.4%

10.1%

9.9%

7.7%

25.0%

18.2%

9.7%

7.9%

5.7%

4.9%

2.7%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=443)

持ち家(N=362)

借家(N=36)

社宅、公宅(N=22)

⼦育て世帯(N=31)

65歳以上(N=305)

今、住んでいる所で暮らしたい 町内の違う所で暮らしたい 町外で暮らしたい
どちらともいえない わからない 無回答
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⼾建て
（新築持ち家）

5世帯
10.9%

⼾建て
（中古持ち家）

9世帯
19.6%

⼾建て（借家）
4世帯
8.7%

アパート
8世帯
17.4%

⾼齢者向けア
パート
6世帯
13.0%

公営住宅
9世帯
19.6%

間借り・下宿・寄宿
舎、その他

2世帯
4.3%

無回答
3世帯
6.5%

N=46

13.0%

8.7%

2.2%

6.5%

58.7%

28.3%

45.7%

19.6%

4.3%

0.0%

6.5%

10.9%

26.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

1．住居が狭い⼜は部屋数が少ない
2．住居が広い⼜は部屋数が多い
3．家賃（またはローン）が⾼い

4．集合住宅のため周囲が気になる
5．冬の除雪等がつらい

6．住宅が⽼朽化している（修繕費がかかる）
7．買い物や通院に不便である

8．通勤や通学に不便である
9．学校や幼稚園等が近くにない

10．近所に⼦育て中の⼈がいない
11．⼦ども⼜は親戚、知⼈などがそばにいない

12．公園や憩いの場がない
13．その他 N=46

ｂ．住み替えたい理由 

  今後、住宅の住み替え意向の中で、「町内の違うところで暮らしたい」と「町外で暮ら

したい」に回答した世帯へ住み替えたい理由をうかがうと、「５．冬の除雪等がつらい」

が 58.7％と最も高く、以下、「７．買い物や通院に不便である」が 45.7％、「６．住宅が

老朽化している（修繕費がかかる）」が 28.3％となっています。 

また、住み替えたい住宅種類は「戸建て（中古持ち家）」が 19.6％で最も高く、以下、

「公営住宅」が 19.6％、「アパート」が 17.4％、「高齢者向けアパート」が 13.0％となっ

ています。 

 

図 住み替えたい理由 

（「町内の違うところで暮らしたい」、「町外で暮らしたい」と回答した世帯のみ 複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 住み替えるとしたら、住みたい住宅 

（「町内の違うところで暮らしたい」、 

「町外で暮らしたい」と 

回答した世帯のみ） 
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⑥住宅関連施策 

 

ａ．町が行っている住宅関連施策の認知度 

  現在、町が行っている住宅関連施策について知っているかうかがうと、3 割程度が「全

て知らない」と回答しています。 

  「５．木古内町水洗便所等改造費補助金」が 42.9％で最も高く、ついで、「４．木古内

町空き家リフォーム助成事業」が 30.9％、「６．木古内町空き家バンク」が 30.2％、３．

木古内町定住用地無償譲渡事業」が 23.9％、「１．マイホーム取得促進事業」が 21.0％

となっています。 

  施策について知っていると回答した方に、利用したことがあるかうかがったところ、

8.8％が利用したことがあると回答しており、利用した施策は「５．木古内町水洗便所等

改造費補助金」が 60.9％で最も高く、「４．木古内町空き家リフォーム助成事業」が 26.1％

となっています。 

  

図 住宅関連施策の認知度 

21.0%

13.8%

23.9%

30.9%

42.9%

30.2%

0.5%

26.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

１．マイホーム取得促進事業

２．多世帯同居リフォーム⽀援事業

３．⽊古内町定住⽤地無償譲渡事業

４．⽊古内町空き家リフォーム助成事業

５．⽊古内町⽔洗便所等改造費補助⾦

６．⽊古内町空き家バンク

７．その他

８．全て知らない
N=443
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図 住宅関連施策の利用状況 

ある
23世帯
8.8%

ない
175世帯
67.3%

無回答
62世帯
23.8%

N=260
 

 

図 利用した施策 
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4.3%

26.1%
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4.3%

0.0% 50.0% 100.0%

１．マイホーム取得促進事業

２．多世帯同居リフォーム⽀援事業

３．⽊古内町定住⽤地無償譲渡事業

４．⽊古内町空き家リフォーム助成事業

５．⽊古内町⽔洗便所等改造費補助⾦

６．⽊古内町空き家バンク

７．その他
N=23

 



 

51 

ｂ．今後推進すべき住まい施策 

  今後推進すべき住まい施策をみると、全体では、「７．雪対策を推進した安全安心な住

環境づくり」が 50.1％で最も高く、以下、「２４．廃屋対策の促進」が 32.3％、「３．既

存住宅の高齢化対応、寒さ対応などリフォームの推進」が 20.1％、「９．若者や退職者な

どの定住に向けたＵターン、Ｉターン等促進のための宅地・住宅の供給」が 19.6％、「１

４．困っている高齢者、所得の少ない方のための公営住宅の確保」が 16.5％、「１．より

多くの人が快適に安心して住めるバリアフリー住宅の普及」が 12.4％と続きます。 

 
図 今後推進すべき住まい施策割合（全体・複数回答） 
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4.7%

20.1%

5.4%

7.9%
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4.3%

19.6%
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5.9%
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1.6%

16.5%
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0.5%

1.4%

1.6%

32.3%

2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

１．より多くの⼈が快適に安⼼して住めるバリアフリー住宅の普及

２．⾼断熱・⾼気密、地元の建築資材を活⽤した住宅の普及

３．既存住宅の⾼齢化対応、寒さ対応などリフォームの推進

４．既存住宅の耐震性能の確保

５．⽊古内町の気候や⽣活に適した、ゆとりと耐久性のある持ち家住宅の確保

６．豊かな⾃然や美しい景観の住宅、住宅地づくり

７．雪対策を推進した安全安⼼な住環境づくり

８．安⼼やにぎわいを与えるよう、まちなかでの住宅の確保

９．Ｕﾀｰﾝ･Ｉﾀｰﾝ等促進のための宅地・住宅の供給

１０．⼆世代住居の推進

１１．良質な⺠間賃貸住宅の確保

１２．⽼朽化した公営住宅の建て替え

１３．設備⽔準等が劣っている公営住宅の改修

１４．困っている⾼齢者、所得の少ない⽅のための公営住宅の確保

１５．⼦どものいる世帯が安⼼して⼊れる公営住宅の確保

１６．公営住宅の募集など、⼊居情報の提供

１７．住み替えによる既存住宅活⽤の仕組みづくり

１８．⼆地域居住できる宅地・住宅の情報提供

１９．信頼できる住宅販売市場、中古住宅市場の形成

２０．住宅に関する信頼できる情報の提供や相談体制の充実

２１．環境問題に配慮した住宅建築技術の紹介

２２．住宅建築技術者、関連産業の技術⼒の向上

２３．地元の住宅関連事業者同⼠の連携や交流、活性化

２４．廃屋対策の促進

２５．その他 N=443
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子育て世代と 65 歳以上の世帯の比較では、子育て世帯で「７．雪対策を推進した安全

安心な住環境づくり」、「９．若者や退職者などの定住に向けたＵターン、Ｉターン等促

進のための宅地・住宅の供給」が、65 歳以上の世帯では「７．雪対策を推進した安全安

心な住環境づくり」、「２４．廃屋対策の促進」が高くなっています。 

 
図 今後推進すべき住まい施策割合（年齢別・複数回答） 
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１．より多くの⼈が快適に安⼼して住めるバリアフリー住宅の普及

２．⾼断熱・⾼気密、地元の建築資材を活⽤した住宅の普及

３．既存住宅の⾼齢化対応、寒さ対応などリフォームの推進

４．既存住宅の耐震性能の確保

５．⽊古内町の気候や⽣活に適した、ゆとりと耐久性のある持ち家住宅の確保

６．豊かな⾃然や美しい景観の住宅、住宅地づくり

７．雪対策を推進した安全安⼼な住環境づくり

８．安⼼やにぎわいを与えるよう、まちなかでの住宅の確保

９．Ｕﾀｰﾝ･Ｉﾀｰﾝ等促進のための宅地・住宅の供給

１０．⼆世代住居の推進

１１．良質な⺠間賃貸住宅の確保

１２．⽼朽化した公営住宅の建て替え

１３．設備⽔準等が劣っている公営住宅の改修

１４．困っている⾼齢者、所得の少ない⽅のための公営住宅の確保

１５．⼦どものいる世帯が安⼼して⼊れる公営住宅の確保

１６．公営住宅の募集など、⼊居情報の提供

１７．住み替えによる既存住宅活⽤の仕組みづくり

１８．⼆地域居住できる宅地・住宅の情報提供

１９．信頼できる住宅販売市場、中古住宅市場の形成

２０．住宅に関する信頼できる情報の提供や相談体制の充実

２１．環境問題に配慮した住宅建築技術の紹介

２２．住宅建築技術者、関連産業の技術⼒の向上

２３．地元の住宅関連事業者同⼠の連携や交流、活性化

２４．廃屋対策の促進

２５．その他
上段：子育て世帯(N=31)

下段：65歳以上(N=305)
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６－１．木古内町の住宅・住環境をとりまく状況からみた課題 
 

① 少子高齢化の進行に対応した住環境の形成 

  木古内町では、総人口、総世帯数ともに減少傾向にあり、また、平均世帯人員も縮小傾

向にあります。年齢階層別人口構成をみると少子高齢化が進んでおり、令和 2 年国勢調査

では、65 歳以上の高齢者が５割となるなど、高齢化がかなり進行しています。 

こうした少子高齢化、世帯規模の縮小等の人口世帯構造の変化に対応して、子どもから

高齢者まで誰もが安心して暮らせるユニバーサルデザインの推進等、長く安心して暮らせ

る住宅・住環境の形成が必要です。 

 

② 生み育てる環境を支援する住環境の形成 

木古内町では少子高齢化が進んでいますが、14 歳以下人口の減少も今後続くことが予

想されることから、まちの活力を維持し、良好なコミュニティを形成するために、子ども

を生み育てる環境の整備や子育て世帯を支援する住宅・住環境の形成が必要です。 

 

③ 定住促進を支援する住宅・住環境の形成 

木古内町では、特に知内町、函館市、北斗市との通勤通学の関係が深く、周辺市町から

の広域的な住宅需要が考えられ、こうした需要に対応して、転入人口の増加、定住の促進

を図るために、持ち家の取得支援や民間及び公的賃貸住宅による受け皿の確保を図る必要

があります。 

 

④ 持ち家に安心して住み続けられる環境の整備 

木古内町では 75.0％の世帯が持ち家に住み、特に 65 歳以上の高齢親族のいる世帯では

86.6％の世帯が持ち家に居住しています。 

今後も高齢化の進展が予想されるなか、持ち家の高齢者が住み慣れた家や地域に安心し

て住み続けられるように、持ち家のバリフリー化や生活支援サービスの普及等の対策が必

要です。 

 

⑤ 民間賃貸住宅と町営住宅の役割分担 

木古内町では、公営借家と民間賃貸住宅に住む世帯が約 400 世帯前後いますが、町営住

宅も老朽化が進んでおり、厳しい財政状況の中、周期的な改善や段階的な建替えにより計

画的に管理を進めてきています。民間賃貸住宅の供給は近年少し増えていますが、数は少

なく、既存ストックも老朽化が進んでいます。高齢者や障がい者、低所得者等の住宅セー

６．住宅施策の課題 
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フティネットとしての役割を、民間賃貸住宅と町営住宅で相互に補完しあう必要がありま

す。 

 

 

６－２．関連既定計画からみた課題 
 

① 他施策との連携によるまちづくりに寄与する住環境の整備 

北海道新幹線木古内駅開業に伴い、現在、町では駅を中心に各種道路等を含めて、整備

を進めています。また、病院の改築や福祉施策も進めています。 

こうした交通施策や福祉施策等を連携し、まちづくりに寄与する住環境の整備が必要で

す。 

 

 

６－３．町営住宅等ストックの概要からみた課題 
 

① 適正な管理戸数の設定 

  令和 4 年度現在、木古内町の管理する町営住宅等は 263 戸ですが、町の財政状況から

も、町営住宅等の維持管理費も効率化が求められており、人口、世帯数ともに減少傾向

にあるなか、適正な管理戸数を設定し、事業を進めていく必要があります。 

 

② 老朽化が進む簡易耐火構造平屋建ての削減 

  令和 4年度末時点で耐用年数を経過する住戸は、簡易耐火構造平屋建てが全戸 70 戸（全

体の 26.6％）あります。財政状況を勘案すると、耐用年数を経過した全てを建て替える

ことは困難であり、適正な管理戸数に合わせ、用途廃止を検討する必要があります。ま

た、入居者の収入は第１分位が多くを占めることから、建替団地の家賃を払うことが難

しい世帯が発生することも考えられ、用途廃止にあたっては、既存町営住宅への移転支

援等、適切な措置が必要です。 

 

③ 簡易耐火構造二階建の改善の推進 

  計画期間の令和14年度末までには簡易耐火構造二階建て60戸中 56戸（全体の21.3％）

が耐用年数を迎えます。 

  こうした団地は浴室が未整備など設備水準や断熱性能も低く、老朽化が進んでおり、

財政状況を勘案しながら居住性向上型改善を進めることが必要です。 

 

④ 耐火構造の計画的な修繕による適切な維持管理   

  木古内町では平成 7 年度から建替事業により耐火構造の供給を図り、そのほとんどが
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良好な住環境を形成しています。しかし、一番早期のもので建設から 27 年経過しており、

今後、改修時期を迎える住棟が増加していきます。こうした状況を踏まえ、計画的に修

繕を実施し、長期に渡って良好な住環境を維持するために、適切な維持管理を図ること

が必要です。 

 

⑤ ユニバーサルデザインの推進   

  町営住宅等入居者の世帯主の年齢構成をみると高齢化が進行しており、子どもからお

年寄りまで誰もが暮らしやすいユニバーサルデザインの推進が必要です。 

 

⑥ 入居者の適正な管理の推進 

  町営住宅入居者の約 7％が第７・第８分位の収入超過世帯ですが、彼らが住める民間賃

貸住宅は十分にない状況が考えられます。 

  また、町営住宅の適正な管理戸数を維持するためにも、特公賃等の建設や民間賃貸住

宅の建設支援、持ち家取得の支援等により入居者の移転を促すなど、適正な入居者管理

を進めることが必要です。 

 

６－４．住宅施策に関わる町民意向からみた課題 
 

① 住宅セーフティネットの確保 

  民間賃貸住宅の世帯年収をみると、30.6％の世帯が 300 万円未満の世帯で、町営住宅

の入居基準を満たす階層となっています。民間借家の平均家賃は４万円以上となってお

り、家賃負担が大きいことが予想されます。 

今後、高齢化が進むとともに、経済状況から年収の増加が見込めない世帯も多くなる

ことが考えられ、町営住宅等の低廉な借家による住宅セーフティネットの確保が必要で

す。 

 

② 持ち家のリフォームの推進 

  持ち家のリフォーム状況をみると、工事実施が 53.0％と約半数以上の方がリフォーム

を実施していますが、41.4％は未実施となっています。 

  持ち家のバリアフリーの対応状況では未対応が 34.5％みられるとともに、高齢者のた

めの設備工事の実施状況では「工事していない」が 36.5％となっています。また、耐震

診断についても実施した世帯は 3.0％、耐震改修工事も実施した世帯は 4.4％と低くなっ

ています。 

今後、高齢化が進む中で、住み慣れた住宅で住み続けられるように、バリアフリー改

修や安全を確保する耐震改修等の持ち家のリフォームを推進することが必要です。 
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③ 新エネルギー設備の普及 

  太陽光エネルギー設備の設置状況は、太陽熱温水器で 87.1％が未設置、太陽光発電パ

ネルは 87.4％が未設置となっています。また、高気密・高断熱のための二重サッシ・複

層ガラスの窓の設置状況は、一部設置が 24.8％、未設置が 20.1％となっています。 

  近年、地球温暖化等の環境問題の顕在化や東日本大震災による原発事故に端を発した

節電、自然エネルギー活用への機運など、省エネルギー・新エネルギーへの関心は高く、

省エネルギーの推進、新エネルギー設備の普及が必要です。 

 

④ 暮らしやすい住環境の確保 

  町内に住み続けたい（今住んでいる所で暮らしたい＋町内の違う所で暮らしたい）と

回答している世帯は 64.1％と定住意向は半数以上となっています。 

  一方で、住み替えを希望する回答をした方の住み替えたい理由としては、冬の除雪の

つらさや買い物や通院の利便性の低さが挙げられています。 

住環境の満足度をみると、自然環境をはじめとした多くの項目で、満足度が不満度を

上回っているのに対して、近隣の公園や火災・地震対策で不満が高くなっています。 

  美しい自然環境や安全な暮らしの確保を図り、引き続き住民の満足度の向上を目指す

必要があります。 

   

⑤ 良好なコミュニティ形成による相互扶助の推進 

  近隣・コミュニティ状況をみると、あいさつや声かけでは満足度が高く、困っている

高齢者の暮らしの手伝いの満足度が低くなっており、今後、高齢化が進む中で安心して

快適に住めるよう、良好なコミュニティを形成し、住民相互に助け合う住環境の形成が

必要です。 

 

⑥ 住宅関連支援制度等の普及促進 

  町が実施している住宅関連施策の認知度については、3 割程度が全く知らないと回答し

ており、知っていると回答した中でも利用したことがあるのは 8.8％に留まっています。 

  多くの町民の利用を促進するために、事業内容の見直し検討や情報提供の充実等が必

要です。 

 

⑦ 安心して住める住環境づくり 

  今後推進すべき住まいの施策では、「雪対策を推進した安全安心な住環境づくり」が

50.1％と最も高く、以下、「廃屋対策の促進」、「既存住宅の高齢化対応、寒さ対応などリ

フォームの推進」、「若者や退職者などの定住に向けたＵターン、Ｉターン等促進のため

の宅地・住宅の供給」への支持が高くなっています。 

  こうした状況を踏まえ、除雪等による冬期の安全性の確保や空き家や廃屋等の除却や

活用等の対策を進め、安心して住める住環境づくりが必要です。 
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７－１．基本理念 
 

① 基本理念 

第 6 次木古内町振興計画（平成 24 年度～令和 5 年度）では、基本理念を「協働～とも

に語り、ともに行動するまちづくり～」、まちづくりの目標を「活力と元気に満ちあふれ、

生涯にわたり希望や生きがいを持ち続けられる北の大地の福祉都市『きこない』として

います。また、生活環境・交通分野における基本テーマは「安心と安全で快適に暮らせ

る環境づくり」とし、町営住宅の整備のほか、恵まれた自然と共生し、安全で快適な生

活を送るための魅力的な住まい・住環境づくりが掲げられています。 

  こうしたまちづくりの基本的な方向性を踏まえ、住宅施策の基本理念は、恵まれた自

然環境の中で、安全・安心な暮らしを実現し、活力を感じるまちを支える住環境の形成

を目指し、以下の理念を掲げます。 

 

 

－ 基本理念 － 

恵恵ままれれたた自自然然にに抱抱かかれれ、、  

安安心心とと安安全全でで快快適適にに暮暮ららせせるる住住ままいいづづくくりり  
 

 

７．住宅施策の基本理念・基本目標 
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７－２．基本目標 
 

①基本目標 

   

基本理念を実現するために、本計画の基本目標について、「居住者」、「まちづくり」、「住

宅ストック」の３つの視点を持って以下のように設定し、今後の住宅・住環境整備を具

体的に進めて行きます。 

 

 

居住者の視点 

基本目標１ 町民みんなが安心して暮らせる住まいづくり 

木古内町では今後も少子高齢化の進展が予想されます。今後の住宅施策においては、

ユニバーサルデザインの推進や高齢者向け住宅の確保、セーフティネットとしての町営

住宅の確保など、町民誰もが安全・安心に暮らせる住宅・住環境づくりを推進します。 

基本目標１を支える主な施策は以下のとおりです。 

①誰もが安心して住める住宅の確保 

   ②セーフティネットとしての町営住宅等の整備改善 

 

 

 

まちづくりの視点 

基本目標２ 自然と共生した持続可能な住環境の形成 

木古内町では、三方を山に囲まれ、南側には海があり、豊かな自然に恵まれています

が、一方で津波、地震による土砂災害等のリスクも高く、日常生活を支える住宅におい

ても事前の備えが重要です。住宅の耐震化の促進や避難経路の確保、地球温暖化防止に

向けた省エネルギーに配慮した住宅の普及、恵まれた自然環境と共生する住まいづくり

を目指します。 

また、人口減少、少子高齢化が進むなか、北海道新幹線木古内駅の開業や道の駅をは

じめとした周辺整備により、町を訪れる人は増加しており、交流人口の増加を定住につ

なげるための移住施策の充実を図ります。 

基本目標２を支える主な施策は以下のとおりです。 

①安全性の高い住宅・住環境づくり 

②脱炭素社会の実現に向けた住宅の建設促進 

③移住希望者に対する居住支援 
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住宅ストックの視点 

 基本目標３ 快適に暮らせる良質な住宅ストックの形成 

北海道の気候に対応した良質な住宅の建設促進、既存住宅の性能向上リフォームの普

及を図り、快適に暮らせる良質な住宅ストックの形成を目指します。 

また、近年、人口減少とともに空き家が増加しており、町民アンケート調査において

も、空き家や廃屋への対策が望まれています。危険な空き家の除却だけでなく、良質な

空き家の利活用、空き家の発生抑制等、適正な管理に取り組みます。 

基本目標３を支える主な施策は以下のとおりです。 

①持ち家の取得支援 

②良質な民間賃貸住宅の建設支援 

③既存住宅の住宅性能の向上 

④空き家の適正な管理の促進 

⑤住情報の充実 

 



 

60 

②施策の体系 

基本 

理念 
基本目標 施策の展開方向 主な施策・事業 

恵
ま
れ
た
自
然
に
抱
か
れ
、
安
心
と
安
全
で
快
適
に
暮
ら
せ
る
住
ま
い
づ
く
り 

基本目標１ 

町民みんなが 

安心して暮らせる

住まいづくり 

①誰もが安心して住め

る住宅の確保 

■住み替えによる中古住宅活用の仕組みづく

りの検討 

■町営住宅における世帯人数と住戸タイプの

ミスマッチ解消の検討 

■住宅のユニバーサルデザイン化の推進 

②セーフティネットと

しての町営住宅等の

整備改善 

■町営住宅等の適正な管理戸数の確保 

■適正な改善や修繕による町営住宅等の長寿

命化の推進 

■新たな住宅セーフティネット制度の活用検

討 

基本目標２ 

自然と共生した 

持続可能な住環境

の形成 

①安全性の高い住宅・

住環境づくり 

■既存住宅の耐震診断、耐震改修の促進 

■津波等からの円滑な避難対策の推進 

■雪に強い住宅・住宅地づくりのための支援

の検討 

■集会所等への非常用電源等の導入の検討 

②脱炭素社会の実現に

向けた住宅の建設促

進 

■北方型住宅の建設推進 

■既存住宅の省エネルギー化の推進 

■既存町営住宅における省エネルギー性能の

向上 

■BIS 及 BIS-E の取得推進 

■地域材の活用 

③移住希望者に対する

居住支援 

■木古内町ちょっと暮らし住宅の活用促進 

■移住希望者の住宅取得に向けた支援 

基本目標３ 

快適に暮らせる 

良質な住宅ストッ

クの形成 

①持ち家の取得支援 ■定住希望者の住宅取得に向けた支援 

②良質な民間賃貸住宅

の建設支援 

■民間賃貸住宅の建設支援の検討 

■子育て世代への家賃補助の実施 

③既存住宅の住宅性能

の向上 

■住宅リフォーム促進方策の検討 

■水洗化の促進 

④空き家の適正な管理

の促進 

■空き家の有効活用の促進 

■木古内町空き家バンクの利用促進 

■老朽空き家対策の検討 

⑤住情報の充実 ■住宅に関する情報提供、相談体制の充実 
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８－１．基本目標１ 町民みんなが安心して暮らせる住まいづくり 
 
対応する主な SDGs 

 

① 誰もが安心して住める住宅の確保 

高齢者や障がい者等、町民誰もが安心して、住み慣れた地域や住宅に住み続けられる住

宅の確保を展開する主な施策、事業は下記に示すとおりです。 

 

－主な施策、事業－ 

■住み替えによる中古住宅活用の仕組みづくりの検討 

・郊外に持ち家を持つ高齢者のまちなか居住、空き住宅の転貸方式等の検討 

■町営住宅における世帯人数と住戸タイプのミスマッチ解消の検討 

 ・世帯人数と住戸タイプのミスマッチを解消するための団地内住み替えの検討 

■住宅のユニバーサルデザイン化の推進 

・既設町営住宅等におけるユニバーサルデザイン化の推進 

・民間賃貸住宅への啓発方策の検討 

 

② セーフティネットとしての町営住宅等の整備改善 

安心して木古内町に住み続けられるための住宅セーフティネットとして、町営住宅等の

整備改善を展開する主な施策、事業は下記に示すとおりです。 

 

－主な施策、事業－ 

■町営住宅等の適正な管理戸数の確保 

 ・公営住宅等長寿命化計画に基づく、計画的な改善、用途廃止、維持管理の推進 

■適正な改善や修繕による町営住宅等の長寿命化の推進 

 ・公営住宅等長寿命化計画に基づく、町営住宅等の効果的かつ効率的な改善の推進 

■新たな住宅セーフティネット制度の活用検討 

   ・国の住宅セーフティネット制度等による民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮

者の居住環境の確保 

８．住宅施策の展開方向 
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（参考）新たな住宅セーフティネット制度 

・新たな住宅セーフティネット制度は、以下の３つのパートから構成されています。 

① 住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度 

・賃貸人は、要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅を都道府県に登録 

【住宅確保要配慮者の対象範囲】 

    低額所得者(月収 15.8 万円(収入分位 25％)以下)、被災者(発災後３年以内)、高齢者、障がい者、 

子ども(高校生相当まで)を養育している者、外国人 など 

【住宅の登録基準】 

    ・各戸の床面積 25 ㎡以上（共用部分に共同で利用する台所等を備えている場合は 18 ㎡以上） 

・耐震性を有すること    

・一定の設備（便所、台所、洗面、浴室等）を設置していること 

・家賃が近傍同種の住宅と失しないこと   など 

② 登録住宅の改修・入居への経済的支援 

③ 住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：住宅セーフティネット制度活用Ｑ＆Ａ集 大家さん向け住宅確保要配慮者受け入れハンドブック 

解説版（住宅セーフティネット制度活用ハンドブック研究会・国土交通省住宅局平成 29 年 10 月） 
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８－２．基本目標２ 自然と共生した持続可能な住環境の形成 
 
対応する主な SDGs 

 

① 安全性の高い住宅・住環境づくり 

地震や積雪などの自然災害等に対して、安全性の高い住宅・住宅地づくりを進めるため

に展開する主な施策、事業は下記に示すとおりです。 

 

－主な施策、事業－ 

■既存住宅の耐震診断、耐震改修の促進 

 ・民間住宅に対する耐震診断、耐震改修の支援制度の検討 

■津波等からの円滑な避難対策の推進 

 ・木古内町ハザードマップを活用した避難情報、防災情報の周知徹底 

 ・自主防災組織と連携した防災訓練の実施、地区防災計画の策定支援 

■雪に強い住宅・住宅地づくりのための支援の検討 

 ・住宅配置や屋根形状など雪に強い住宅・住宅地づくりに関するガイドライン策定

の検討 

 ・屋根の雪下ろし等助成事業の継続による高齢者世帯等の除排雪支援 

■集会所等への非常用電源等の導入の検討 

 ・指定避難所となっている集会所等への非常用電源、再生可能エネルギーを活用し

た設備機器導入の検討 

 

② 脱炭素社会の実現に向けた住宅の建設促進 

脱炭素社会実現に向けた省エネルギー性能の向上、再生可能エネルギーの活用等に配慮

した住宅の建設促進を展開する主な施策、事業は下記に示すとおりです。 

 

－主な施策、事業－ 

■北方型住宅の建設推進 

 ・新築住宅における「北方型住宅 2020※」「北方型住宅 ZERO※」による住宅建設を推

進するための情報提供の実施 

※ 北方型住宅 2020：寿命や環境共生といった「4つの基本性能」と、専門技術者による設計・

施工、データの保管等の「3 つのしくみ」で、品質を確保する「北方型住宅」（道が推進す

る北海道の気候風土に適した質の高い住宅）の 2020 年基準。 

※ 北方型住宅 ZERO：北方型住宅 2020 をベースとして、北海道の地域特性等を考慮した、の

再生可能エネルギーや道産材の活用など、脱炭素化に資する対策を評価する手法により、一

定の性能を有すると認められる住宅。 
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■既存住宅の省エネルギー化の推進 

 ・既存住宅の省エネルギー化に向けたリフォーム支援、再生可能エネルギーを活用

した設備機器の導入に対する支援の検討 

■既存町営住宅における省エネルギー性能の向上 

 ・既存町営住宅における断熱改修等の実施検討 

■BIS 及 BIS-E の取得推進※ 

 ・北海道が推進する BIS 制度等について町内住宅関連事業者への情報提供の実施 

※ BIS：Building Insulation Specialist（断熱施工技術者）の略で、住宅等の温熱環境要件

に関して、高度な専門的知識を有し、正しい設計、精度の高い施工方法等を指導できる技術者

として、(社)北海道建築技術協会が認定試験を行い登録。BIS は、住宅等の温熱環境要件に関

して高度な専門的知識を有し、正しい設計、精度の高い施工方法等を指導できる技術者。BIS-E

は、住宅等の適切な断熱・気密施工技能を有し、これを指導できる技術者。 

  ■地域材の活用 

   ・木古内町地域材利用推進方針に基づく町営住宅を含めた公共建築物への地域材の

活用促進 

 

図 「北方型住宅 2020」の 4 つの基本性能と 3 つのしくみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
出典：北海道ホームページ
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図 「北方型住宅 ZERO」の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 移住希望者に対する居住支援 

木古内町に住みたい移住・定住希望者に対する居住支援を展開する主な施策、事業は下

記に示すとおりです。 

 

－主な施策、事業－ 

■木古内町ちょっと暮らし住宅の活用促進 

 ・情報提供の充実等による「ちょっと暮らし住宅」の活用促進 

・空き家等を活用したお試し住宅の整備検討 

■移住希望者の住宅取得に向けた支援 

 ・「木古内町移住定住新生活しあわせサポート条例」に基づく木古内町マイホーム取

得促進事業等の住宅取得支援事業の継続 

 ・移住希望者に向けた情報提供の充実 

 

出典：民間住宅施策会議資料（令和 5年 2月）
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８－３．基本目標３ 快適に暮らせる良質な住宅ストックの形成 
 
対応する主な SDGs 

 

① 持ち家の取得支援 

本町に定住する世帯向けの持ち家の取得支援を展開する主な施策、事業は下記に示すと

おりです。 

 

－主な施策、事業－ 

■定住希望者の住宅取得に向けた支援 

 ・「木古内町移住定住新生活しあわせサポート条例」に基づく木古内町マイホーム取

得促進事業等の住宅取得支援事業の継続（再掲） 

 

② 良質な民間賃貸住宅の建設支援 

多様な住宅需要に応えるための良質な民間賃貸住宅の建設支援を展開する主な施策、事

業は下記に示すとおりです。 

 

－主な施策、事業－ 

■民間賃貸住宅の建設支援の検討 

 ・一定の居住性能の確保や家賃上限額の設定などの条件を満たした民間賃貸住宅に

対する建設費補助などの支援の検討 

■子育て世代への家賃補助の実施 

・「木古内町移住定住新生活しあわせサポート条例」に基づく定住促進家賃補助事業

の継続 

 

③ 既存住宅の住宅性能の向上 

既存住宅について、改修等による住宅性能の向上を図り、長く住み続けられる良質なス

トックの形成を展開する主な施策、事業は下記に示すとおりです。 

 

－主な施策、事業－ 

■既存住宅のリフォーム促進方策の検討 

 ・民間住宅に対する耐震診断、耐震改修の支援制度の検討（再掲） 

・既存住宅の省エネルギー化に向けたリフォーム支援、再生可能エネルギーを活用

した設備機器の導入に対する支援の検討（再掲） 
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■水洗化の促進 

・木古内町水洗便所等改造費補助金、合併処理浄化槽設置補助金の継続による水洗化

の促進 

 

④ 空き家の適正管理の促進 

周辺環境へ影響を与える危険な空き家等の除却や適正な管理等による快適な住環境の形

成を展開する主な施策、事業は下記に示すとおりです。 

 

－主な施策、事業－ 

■空き家の有効活用の促進 

 ・「木古内町移住定住新生活しあわせサポート条例」に基づく空き家リフォーム助成

事業の継続 

■木古内町空き家バンクの利用促進 

   ・掲載情報の充実等による利用促進 

■老朽空き家対策の検討 

 ・空家等対策計画に基づく特定空家等への対策としての除却費等の支援 

 

⑤ 住情報の充実 

町民が安心して住宅を建設、リフォームできる環境をつくるための住情報の充実を展開

する主な施策、事業は下記に示すとおりです。 

 

－主な施策、事業－ 

■住宅に関する情報提供、相談体制の充実 

 ・町民が安心して住宅建設やリフォームを実施できる環境を確保するための情報提

供や相談体制の充実 
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８－４．成果目標 
 施策の方向性を分かりやすく示すために、以下の成果指標を定め、計画期間内での目標

達成に向けた取組みを進めます。 

 

 

① 基本目標１：町民みんなが安心して暮らせる住まいづくり 

－成果指標－ 

・高齢化対応の町営住宅が町営住宅等管理戸数に占める割合【  72.4％  】 

 

 

 

② 基本目標２：自然と共生した持続可能な住環境の形成 

－成果指標－ 

・耐震診断を実施した持ち家住宅の割合※         【  10.0％  】 

・耐震改修を実施した持ち家住宅の割合※         【  10.0％  】 

・太陽光発電システムの設置している持ち家住宅の割合※  【  3 . 0％  】 

・町外からの移住世帯数                 【  5 世 帯  】 

・「ちょっと暮らし住宅」の利用件数           【  1 0 件  】 

   ※町民アンケート結果より 

 

 

 

③ 基本目標３：快適に暮らせる良質な住宅ストックの形成 

－成果指標－ 

・マイホーム取得促進事業の利用件数          【  3 件 /年  】 

・定住促進家賃補助事業の利用件数           【 15 件/年 】 

・水洗便所等改造費補助金の利用件数          【 12 件/年 】 

・下水道普及率                    【  70.0％  】 

・空き家バンクへの物件登録件数            【  1 0 件  】 

・空き家バンクを通じた成約件数            【  1 件  】 
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９－１．安心して住み続けられる住宅の整備 
今後の進行する高齢化等に対応し、高齢者や障がい者等が、住み慣れた地域で安心して

暮らし続けられる住環境の整備を図るための住宅整備の検討やリフォームの推進、相談体

制の充実を図ります。 

 

関連する施策：■住宅のユニバーサルデザイン化の推進 

■既存住宅のリフォーム促進方策の検討 

■住宅に関する情報提供、相談体制の充実 

■住み替えによる中古住宅活用の仕組みづくりの検討 

 

 

９－２．住宅セーフティネットの充実 
老朽化が進む町営住宅の改善を進めるとともに、多様な賃貸住宅需要に応え、定住の促

進を図ります。 

 

関連する施策：■適正な改善や修繕による町営住宅等の長寿命化の推進 

       ■新たな住宅セーフティネット制度の活用検討 

■民間賃貸住宅の建設支援の検討 

■子育て世代への家賃補助の実施 

 

 

９－３．空き家の利活用、適正管理の推進 
町の安全性の確保とまちなみ景観の保全を図るため、危険な空き家に対する除却と利用

可能な空き家の活用を図ります。 

 

関連する施策：■空き家の有効活用の促進 

         ■木古内町空き家バンクの利用促進 

■老朽空き家対策の検討 

■移住希望者の住宅取得に向けた支援 

 

 

 

９．重点施策 
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１０－１．町民・民間事業者や住民団体等との協働 
 

木古内町の住宅施策を推進するためには、町だけでなく、住宅に実際に住む町民、住宅

を実際に作る民間事業者や公共では担えないきめ細やかな住宅施策を担う住民団体が、第

６次木古内町振興計画のまちづくりの基本理念でもある「協働（ともに語り、ともに行動

する）」をすることが必要です。 

 

■町民 ……………………………………………………………………………………………… 

住宅づくり、まちづくりの主役として、関心を持って、理解を深め、積極的にできる範

囲で活動に取り組み事が重要です。 

住宅が持つ社会的資産の側面を理解し、景観や安全性等の質の向上に努めるとともに、

誰もが安心して住むことができるように、良好なコミュニティを形成し、相互扶助を推進

することを目指します。 

 

■民間事業者や住民団体 ………………………………………………………………………… 

住宅という公共財産であるとともにそこに住む町民の生命に係わる重要な役割を担って

いることから、法令を守り、社会的責任を認識し、町民との信頼関係の構築を図り、良質

な住宅の供給に努めます。 

町や住民団体等と連携して、住宅施策の展開に協力し、地域に密着したまちづくりに主

体的に係わることも期待されます。 

 

■木古内町 ………………………………………………………………………………………… 

住宅のセーフティネットの確保と向上を図り、福祉やまちづくりと連携して総合的な住

宅施策を推進します。 

住宅や住環境に関する情報提供、技術等の普及や啓発に努めます。 

 

１０－２．関係機関等との連携 
  

本計画を実現するためには、国や北海道、その他の関係機関などと連携を図りながら、

木古内町の地域特性に応じた住宅施策を進めることが重要です。 

また、町民、民間事業者や民間団体、行政がそれぞれの役割を十分理解した上で、それ

ぞれが主体的に進めることが重要です。 

１０．計画の実現方策 
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